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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第72期 第73期 第74期 第75期 第76期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 （百万円） 36,296 39,919 41,096 51,027 57,237

経常利益 （百万円） 865 430 530 1,386 1,819

当期純利益又は当期純損失

（△）
（百万円） 673 △21 224 △1,105 558

包括利益 （百万円） 102 △51 823 △79 1,439

純資産額 （百万円） 6,431 6,281 7,054 6,859 10,150

総資産額 （百万円） 22,655 25,331 26,944 30,740 34,085

１株当たり純資産額 （円） 709.48 692.06 776.80 754.36 947.01

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△）

（円） 74.65 △2.33 24.92 △122.55 50.13

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － 48.26

自己資本比率 （％） 28.3 24.6 26.0 22.1 29.6

自己資本利益率 （％） 10.57 △0.33 3.39 △16.01 6.61

株価収益率 （倍） 5.22 － 14.33 － 10.78

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 3,334 3,470 △209 1,687 562

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △1,988 △2,084 △1,950 △2,656 △2,392

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △1,163 845 1,899 △43 1,327

現金及び現金同等物の期末

残高
（百万円） 1,195 3,489 3,365 2,529 2,471

従業員数
（人）

1,681 1,955 2,164 2,332 2,244

（外、平均臨時雇用者数） (187) (235) (345) (397) (395)

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第72期から第75期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

３．第73期及び第75期の株価収益率は当期純損失であるため記載しておりません。

４．第76期から金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。なお、比較を容易にするために

第72期から第75期についても百万円単位に変更しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第72期 第73期 第74期 第75期 第76期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 （百万円） 26,562 26,274 24,790 26,874 27,395

経常利益 （百万円） 412 394 480 722 661

当期純利益又は当期純損失

（△）
（百万円） 259 111 324 △1,386 122

資本金 （百万円） 2,190 2,190 2,190 2,190 2,190

発行済株式総数       

普通株式 （株） 9,149,400 9,149,400 9,149,400 9,149,400 9,149,400

Ａ種優先株式 （株） － － － － 150

純資産額 （百万円） 7,590 7,688 8,050 6,776 8,973

総資産額 （百万円） 20,483 23,069 23,256 24,046 25,415

１株当たり純資産額 (円） 841.24 852.41 892.69 751.67 823.57

１株当たり配当額       

普通株式  8.00 10.00 － 3.00 8.00

（内、１株当たり中間配当

額）
(円） (3.00) (5.00) (－) (－) (3.00)

Ａ種優先株式  － － － － 710,000

（内、１株当たり中間配当

額）
（円） (－) (－) (－) (－) (355,000)

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△）

（円） 28.80 12.36 35.94 △153.78 1.77

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 37.1 33.3 34.6 28.2 35.3

自己資本利益率 （％） 3.46 1.46 4.12 △18.70 1.56

株価収益率 （倍） 13.54 32.62 9.93 － 376.70

配当性向 （％） 27.8 80.9 － － 451.1

従業員数
（人）

907 912 936 931 916

（外、平均臨時雇用者数） (8) (36) (75) (40) (58)

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第72期から第75期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。また、第76期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第74期の配当性向については、無配のため記載しておりません。

４．第75期の株価収益率及び配当性向は当期純損失であるため記載しておりません。

５．第76期から金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。なお、比較を容易にするため第

72期から第75期についても百万円単位に変更しております。
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２【沿革】

当社は、初代社長　冨田伊之助が大阪市西淀川区において昭和12年４月、自動車用点火コイルメーカーとして個人

創業いたしました。

昭和15年６月 特殊変圧器株式会社を大阪市西淀川区（現淀川区）に設立

昭和23年３月 ダイヤモンドコイル全製品が通産省より優良自動車部品に認定

昭和35年７月 オイルバーナー用点火トランスの製造を開始

昭和35年12月 プレス金型の製造及びプレス成型加工を目的に40％出資の関係会社特殊金型株式会社を大阪市

西淀川区に設立

昭和37年５月 100％出資の子会社ダイヤモンド電機株式会社を大阪市東淀川区に設立

昭和42年５月 鳥取ダイヤモンド電機株式会社（昭和42年５月　特殊金型株式会社は商号を鳥取ダイヤモンド

電機株式会社に変更するとともに、鳥取市に移転）に点火コイルの生産を委託

昭和43年11月 子会社ダイヤモンド電機株式会社を吸収合併、同時に商号をダイヤモンド電機株式会社に変更

昭和46年８月 電子着火装置を開発、製造を開始し電子機器事業に進出

昭和46年11月 セントラルヒーティング用燃焼制御装置を開発、製造を開始

昭和53年11月 大阪中小企業投資育成株式会社が資本参加

昭和56年１月 鳥取ダイヤモンド電機株式会社津ノ井工場（現当社鳥取工場）を建設

昭和59年９月 住宅機器メーカー株式会社内田製作所（現株式会社コロナ）と合弁で新潟ダイヤモンド電子株

式会社を新潟県西蒲原郡吉田町（現燕市吉田鴻巣）に設立（現・連結子会社）

昭和62年12月 100％出資の子会社Diamond Electric Mfg. Corporation（米国）を米国ミシガン州に設立

（現・連結子会社）

平成元年９月 本社を大阪市淀川区西中島に移転、従来地に本社技術センターを設置

平成元年11月 鳥取ダイヤモンド電機株式会社を吸収合併

平成６年11月 全社的品質管理（ＴＱＣ）活動による「デミング賞実施賞中小企業賞」を受賞

平成８年７月 大阪証券取引所市場第二部に株式上場

平成８年12月 ＩＳＯ９００１認証取得（当社）

平成８年12月 Diamond Electric Mfg. Corporation（米国）の第２工場を米国ウエストバージニア州に建設

平成９年７月 本社を大阪市淀川区塚本に移転

平成９年７月 ＱＳ９０００認証取得（当社）

平成12年９月 Diamond Electric Hungary Kft.（ハンガリー）をハンガリー共和国のエステルゴム市に設立

（現・連結子会社）

平成13年１月 ＩＳＯ１４００１認証取得（当社）

平成13年４月 ＭＨＰ事業譲渡に係る契約を古河電気工業株式会社と締結

平成14年８月 Diamond Electric Hungary Kft.（ハンガリー）のハンガリー工場を建設

平成16年５月 金剛石電機（蘇州）有限公司（中華人民共和国）を中華人民共和国の江蘇省に設立

（現・連結子会社）

平成17年10月 ＩＳＯ／ＴＳ１６９４９認証取得（当社）

平成18年11月 浜松営業所を浜松市南区に開設

平成19年６月 DE Diamond Electric India Private Limited (インド）をインド　ハリアナ州バワールに設

立（現・連結子会社）

平成20年２月 Diamond Electric Mfg. Corporation（米国）のミシガン工場を閉鎖

平成21年７月 関東営業所を横浜市西区に開設

平成22年１月 試験・研究棟を大阪市淀川区に建設

平成22年４月

平成22年11月

 

三重松阪工場を稼働

金剛石電機国際貿易（蘇州）有限公司（中華人民共和国）を中華人民共和国の江蘇省に設立

（現・連結子会社）

平成23年２月 宇都宮営業所を栃木県宇都宮市に開設

平成23年３月 Diamond Electric (Thailand) Co.,Ltd.（タイ）をタイ王国のバンコクに設立

（現・連結子会社）

平成24年２月 Diamond Electric Korea Co.,Ltd.（韓国）を韓国のソウルに設立（現・連結子会社）

平成25年５月 豊田営業所を愛知県豊田市に開設

平成25年５月 PT.Diamond Electric Indonesia（インドネシア）をインドネシアのジャカルタに設立

（現・連結子会社）

平成25年７月 東京証券取引所と大阪証券取引所の現物市場統合に伴い、東京証券取引所市場第二部に上場
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平成25年９月 PT.Diamond Electric Mfg Indonesia （インドネシア）をインドネシアのジャカルタに設立

（現・連結子会社）

平成26年10月 金剛石電機研究所有限公司（中華人民共和国）を中華人民共和国の香港に設立

平成26年５月 広島営業所を広島県広島市に開設

平成26年11月 ダイヤモンドビジネス株式会社を鳥取県八頭郡に設立

平成26年12月 Diamond Electric Asia Pacific Co., Ltd （タイ）をタイ王国のバンコクに設立

平成27年１月 　久留米営業所を福岡県久留米市に開設
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３【事業の内容】

当社グループは、当社及び子会社13社（国内2社、海外11社）により構成されており、自動車機器、電子機器の製

造・販売を主たる業務としております。

当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業にかかる位置づけは次のとおりであります。

(1）自動車機器事業……主要な製品はガソリンエンジン用点火コイル、ミッションスイッチ、回転センサー及び車載

用制御基板であります。

当社、新潟ダイヤモンド電子株式会社、Diamond Electric Mfg. Corporation（米国）、

Diamond Electric Hungary Kft.（ハンガリー）、金剛石電機（蘇州）有限公司（中華人民

共和国）、DE Diamond Electric India Private Limited（インド）、Diamond Electric

(Thailand) Co.,Ltd.（タイ）が製造・販売しており、金剛石電機国際貿易（蘇州）有限公

司（中華人民共和国）、PT.Diamond Electric Indonesia(インドネシア）が販売を行ってお

ります。また、Diamond Electric Korea Co.,Ltd.（韓国）は部材の調達等を行っておりま

す。

(2）電子機器事業………主要な製品はファンヒーター用・エアコン用・給湯器用等の電子制御機器、各電子着火装置

及びパワーコンディショナ等の電子制御機器であります。

当社が製造・販売するほか、新潟ダイヤモンド電子株式会社、Diamond Electric

Hungary Kft.（ハンガリー）、DE Diamond Electric India Private Limited（インド）が

製造・販売しており、金剛石電機国際貿易（蘇州）有限公司（中華人民共和国）が販売を

行っております。

また、平成26年10月に金剛石電機研究所有限公司（中華人民共和国）（非連結子会社）を設立し、主に電子機器

の販売を行っており、平成26年11月にダイヤモンドビジネス株式会社（非連結子会社）を設立し、主に運送事業及

び卸売事業を行う予定であります。平成26年12月にはDiamond Electric Asia Pacific Co.Ltd.（タイ）（非連結

子会社）を設立し、主に自動車機器の製造・販売を行う予定であります。平成27年1月にPT.Diamond Electric Mfg

Indonesia(インドネシア）は、需要の減少に伴う生産状況の変化により、製造委託生産及び工場建設の中止を行い

ました。上記4社については、重要性が乏しいため事業系統図への記載は省略しております。

 

［事業系統図］

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

連結子会社

名称 住所
資本金
又は出資金

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

新潟ダイヤモンド電子

株式会社

（注）１

新潟県燕市

吉田鴻巣

千円

 

80,000

自動車機器事業

電子機器事業

直接

86.3

１．営業の取引

(1）製品の購入

２．役員の兼任１名

Diamond Electric

Mfg. Corporation

（米国）

（注）１、３

米国ウェスト

バージニア州

千米ドル

 

30,450 自動車機器事業
直接

100.0

１．営業の取引

(1）材料の販売

(2）材料の購入

(3）製品の販売

２．役員の兼任２名

Diamond Electric

Hungary Kft.

（ハンガリー）

（注）１

ハンガリー共和

国

エステルゴム市

千ユーロ

 

2,300

自動車機器事業

電子機器事業

直接

100.0

１．営業の取引

(1）材料の販売

(2）製品の販売

 

金剛石電機（蘇州）有

限公司

（中華人民共和国）

（注）１

中華人民共和国

江蘇省

千米ドル

 

9,524
自動車機器事業

直接

100.0

１．営業の取引

(1）材料の販売

(2）製品の購入

２．役員の兼任１名

DE Diamond Electric

India Private Limited

（インド）

（注）１、２

インド　ハリア

ナ州

千ルピー

 

611,140

自動車機器事業

電子機器事業

直接

99.9

(0.1)

１．営業の取引

(1）製品の購入

(2）製品の販売

２．役員の兼任１名

金剛石電機国際貿易

（蘇州）有限公司

（中華人民共和国）

（注）２

中華人民共和国

江蘇省

千米ドル

 

600

自動車機器事業

電子機器事業

直接

81.0

(19.0)

１．営業の取引

(1）材料の販売

(2）材料の仕入

２．役員の兼任１名

Diamond Electric

(Thailand) Co.,Ltd.

（タイ）（注）１

タイ王国バンコ

ク

千タイバーツ

 

85,000

自動車機器事業
直接

99.9

１．営業の取引

(1）材料の販売

２．役員の兼任１名

Diamond Electric

Korea Co.,Ltd.（韓

国）

大韓民国ソウル

市

千ウォン

 

700,000

自動車機器事業
直接

100.0

１．営業の取引

(1）材料の仕入

２．役員の兼任１名

PT.Diamond Electric

Indonesia（インドネシ

ア）

インドネシア　

ジャカルタ

千米ドル

 

1,000
自動車機器事業

直接

98.0

１．営業の取引

(1）材料の販売

(2）製品の販売

２．役員の兼任１名

PT.Diamond Electric

Mfg Indonesia（インド

ネシア）(注）１

インドネシア　

ジャカルタ

千米ドル

 

2,500

自動車機器事業
直接

98.0
１．役員の兼任１名

 （注）１．特定子会社に該当しますが、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

２．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合であります。

３．Diamond Electric Mfg. Corporation（米国）については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）

の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等  
Diamond Electric

Mfg. Corporation（米国）

(1）売上高  15,481百万円

(2）経常利益  △278百万円

(3）当期純利益  △698百万円

(4）純資産額  1,076百万円

(5）総資産額  5,640百万円
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成27年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

自動車機器事業 1,526 (347)

電子機器事業 511 ( 40)

全社（共通） 207 ( 8)

合計 2,244 (395)

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。

３．前連結会計年度に比べて、従業員が88名減少しておりますが、その主な要因は、Diamond Electric

Mfg.Corporation(米国）での人員調整によるものであります。

 

(2）提出会社の状況

平成27年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（百万円）

916 38才９ヶ月 14年７ヶ月 5

 

セグメントの名称 従業員数（人）

自動車機器事業 510 (24)

電子機器事業 207 (26)

全社（共通） 199 (8)

合計 916 (58)

（注）１．従業員数は就業人員（出向者53人を除く）であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　）外数で記載し

ております。

２．平均年間給与は、賞与及び時間外賃金を含んでおります。

３．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。

(3）労働組合の状況

ダイヤモンド電機労働組合と称し、提出会社の本社に同組合本部が、また、鳥取工場に支部が置かれ、平成27年

３月31日現在における組合員数は606人で上部団体のＪＡＭに加盟しております。

なお、労使関係は安定しており、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当連結会計年度（平成26年４月１日～平成27年３月31日）における世界経済は、中国をはじめ新興国において景

気に減速感がみられたものの、米国において個人消費が底堅く着実に回復基調で推移いたしました。一方、国内に

おいては、政府の経済政策及び日銀の金融緩和策により、企業収益や雇用情勢が改善されるなど、緩やかな景気回

復基調で推移いたしました。

このような状況の下、当社グループは、アジアを中心に成長が見込める海外市場に重点を置き、売上拡大、調達

及び生産の合理化に努めてまいりました。

当連結会計年度の売上高は、特にアジア市場で好調に推移し、加えて円安の影響による増収効果等により、572

億37百万円（前期比12.2％増）と史上最高を更新しました。営業利益は量産効果等により16億64百万円（前期比

29.3％増）となりました。経常利益は、為替差益の発生等により18億19百万円（前期比31.2％増）、当期純利益

は、インドネシアにおける事業再編損、一部顧客との間で合意した和解金支払い等による特別損失を計上し、5億

58百万円（前期は当期純損失△11億5百万円）となりました。

 

・連結 売上高 572億37百万円（12.2%増） ・単体 売上高 273億95百万円（ 1.9%増）

 営業利益 16億64百万円（29.3%増）  営業利益 72百万円（26.1%減）

 経常利益 18億19百万円（31.2%増）  経常利益 6億61百万円（ 8.3%減）

 当期純利益 5億58百万円  当期純利益 1億22百万円 

セグメントの概況

［自動車機器事業］

自動車機器事業における国内市場につきましては、消費税増税前の駆け込み需要の反動減により、売上高は132

億16百万円（前期比4.0％減）となりました。海外市場につきましては、米国は、北米自動車市場の好調持続、円

安による増収効果から、売上高は154億17百万円（前期比17.5％増）と大きく伸長いたしました。欧州につきまし

ては、販売増により売上高は34億54百万円（前期比19.5％増）となりました。アジアにつきましては、中国、イン

ド、タイでは、点火コイルの新規立ち上がり、インドネシアでは、新会社の販売開始によりアジア合計で売上高は

98億14百万円（前期比44.8％増）になりました。

この結果、当連結会計年度における売上高は419億1百万円（前期比14.6％増）と大きく伸長いたしました。セグ

メント利益は、試験研究費の増加等を、海外拠点を中心とした量産効果により吸収し、26億3百万円（前期比

34.2％増）となりました。

［電子機器事業］

電子機器事業は、中国、インドをはじめアジア市場では販売増となり、売上高は、153億35百万円（前期比6.1％

増）となりました。セグメント利益は、量産効果等により9億2百万円（前期比10.0％増）となりました。

 

(2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ57百万円減少

し24億71百万円となりました。

当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により得られた資金は、5億62百万円（前期比66.7％減）となりました。主な増加は、減価償却費20

億79百万円、税金等調整前当期純利益11億18百万円、主な減少は、為替差損益5億46百万円、仕入債務の減少額4

億63百万円、たな卸資産の増加額4億68百万円などによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により使用した資金は、23億92百万円(前期比9.9%減）となりました。主な内訳は、有形固定資産の

取得による支出16億85百万円等であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により得られた資金は、13億27百万円（前期は43百万円の使用）となりました。主な増加は、短期借

入金の純増減額13億21百万円、優先株式発行による収入14億53百万円、主な減少は、長期借入金の返済による支

出15億7百万円などによるものです。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当連結会計年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

自動車機器事業 41,987 112.9

電子機器事業 15,381 106.8

合計 57,369 111.2

　（注）１．セグメント間の取引については該当事項はありません。

２．金額は販売価格によっております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

当社グループ（当社及び連結子会社）の製品は、自動車機器事業においては、得意先から１～３ヶ月前より指定

部品の生産計画内示を受け生産の予測をたてますが、実際の納入は、得意先の生産に合わせた提示によりラインに

納入している状況であります。従って、内示と実際とは異なる場合もあり、受注高及び受注残高を算出することは

困難であるため、受注状況の記載は省略しております。

また、電子機器事業においては、得意先からの生産計画の提示を受け、過去の実績及び将来の予測と生産能力を

勘案して見込み生産を行っているため、受注状況の記載は省略しております。

(3）販売実績

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

自動車機器事業 41,901 114.6

電子機器事業 15,335 106.1

合計 57,237 112.2

　（注）１．セグメント間の取引については該当事項はありません。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。

相手先

前連結会計年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

Ford Motor Company 8,005 15.7 9,165 16.0

ダイキン工業株式会社 5,522 10.8 6,006 10.5

スズキ株式会社 5,078 10.0 5,846 10.2

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

当社グループは、お客様からの信頼を第一に考え、品質完璧に徹し、グローバルに広がるそれぞれの地域で、生命

の営みを大切にする理念と一体化した「先進エレクトロニクス技術を駆使して、もっといい車づくり、豊かな住まい

づくりに貢献するグローバルシステムサプライヤー」を目指した事業活動を展開してまいります。

中長期的には、当社グループの主力事業は、グローバル化・ボーダレス化・エコ化に向けた技術革新の急速な進

展、アジア等の新興国市場の内需による成長等の市場環境が大きく変化しており、これらに対応するため下記の事項

を重点方針として取り組んでまいります。

① 収益構造の見直し

生産数量が大きく変動する経済環境下であっても利益が確保できる体制を構築するため、固定費削減等一段の合

理化、生産設備の内製化・新工法開発等の各種改善活動の強化、在庫削減等による生産活動全体の最適化及び業務

の効率化等を通じて収益力の強化を推進してまいります。

② グローバル対応力の強化

自動車メーカーのグローバル化は予想以上の進展を見せている中、中長期的にはアジアの新興国はコンパクト

カーを中心としたモータリゼーション時代を迎えて引き続いて内需主導の成長が期待されます。このため、現地生

産能力の拡充、材料・部品の現地調達率の引上げを図るとともに、グローバルでの生産の相互補完による収益確保

を推進してまいります。

また、電子機器事業につきましても、アジアを中心とした新興国市場の成長を睨んで、インバータ技術を核とし

て海外拠点を活用したビジネス展開を進めてまいります。

③ 省エネ技術の新製品の開発

自動車機器事業では「省燃費」、ホームエレクトロニクス関連の電子機器事業においては「省電力」をキーワー

ドにエンジン制御の高度化、ＨＶを含む自動車の各種制御に関する研究開発を進めるとともに、今後成長が見込ま

れるＨＥＭＳ市場を意識した住設向けパワーコンディショナ等の新製品の開発を積極的に推進してまいります。

④ コンプライアンス体制の強化

定期的なコンプライアンス委員会の開催、ガバナンス体制の見直し、コンプライアンス研修の強化、マニュアル

の充実などＩＴシステムの活用を含めた管理体制の整備を推進し、内部統制の強化を行ってまいります。

４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。

(1）業績の変動要因

当社グループは、自動車エンジン用点火コイル・車載用制御基板を中心とした自動車用部品及び冷暖房・給湯用

制御機器を中心とした電子機器の製造販売を主要な事業内容としております。

自動車用部品業界は、世界的な自動車業界のグローバル化の進展に伴う価格競争の激化、自動車の電子化の進展

に伴う新製品開発コスト増等により、製品競争力の格差に大きな変動の可能性を内包しております。より有力な

メーカーの主力商品に採用されることが、当社グループの業績に直接影響いたします。電子機器事業も同様に成熟

製品分野では、円安により生産を海外拠点から国内拠点への回帰、付加価値の高い新分野における新製品の開発が

鍵となります。

一方、当社グループ製品の主要原材料である金属・樹脂・部品等に関して、安定的かつ安価に調達できるよう努

めておりますが、市況変動による価格の高騰・品不足、いくつかの原材料等については特定仕入先の生産能力の不

足による納入遅延、取引先が製造した製品の欠陥、経営状態の悪化、不慮の事故、自然災害等により、当社グルー

プの原価の上昇、生産遅延・停止がおこり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは、収益力確保に向け、部品・生産設備の内製化等による合理化努力・生産性向上、高付加価値

新製品の開発に全力で取り組んでおり、最大限の努力を傾注いたします。それにもかかわらず、想定外の事由によ

り達成できなかった場合は、業績に影響が出る可能性があります。
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(2）特定の取引先への集中等

当社グループにおいて、売上高に占める上位10社グループの比率は81.9％となっております。特定顧客への依存

度を引き下げるべく顧客基盤の拡充に努めておりますが、主要顧客の業績、顧客の海外生産シフト等生産政策の変

更等により、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性があります。

(3）海外での事業拡大に伴うリスク

当社グループは、顧客のグローバル化に対応するため海外事業を積極的に展開しており、政治・経済情勢の変

動、社会環境、法制・税制の変更、人材確保の困難等、海外拠点特有のリスク要因があります。

また、当連結会計年度の海外売上高比率は57.2％であり、為替変動リスクに対応するため、短期的には為替先物

予約の活用、中長期的には現地調達体制の整備を進めておりますが、現時点でこのリスクを完全に回避することは

困難であり、為替相場の変動が当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

(4）自然災害等について

当社グループは生産設備の定期的点検等を通して生産力の低下を最小限に抑制するよう努力しておりますが、自

然災害による火災・電力供給等の中断による影響を完全に防止又は軽減することができるという保証はありませ

ん。予期せぬ自然災害の発生により生産活動が中断し、結果として当社グループの業績に影響を与える可能性があ

ります。

(5）法的規制

当社グループ各社は、知的財産権の保護に関する規制、環境規制、商取引、投資又は輸出入、公正競争、労働、

租税等にかかる所在国・地域の各種法令諸規制の適用を受けております。これらの法令諸規則又はその運用にかか

る変更は、当社グループの事業活動への制約、法令遵守対応にかかる費用又は法令諸規則違反による当社グループ

への過料賦課等によって、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループは、平成25年７月に当社顧客への一部自動車部品（点火コイル）の販売に関して米国独占禁止法に

違反したとして米国司法省との間で司法取引契約を締結しております。当該違反行為に関連して、一部顧客と協議

をすすめた結果、当社が和解金を支払うことで和解が成立し、平成27年３月期において、和解金を支払ったことに

伴い、275万米ドル（約３億１百万円）を特別損失に計上しております。なお、当社及び当社の米国子会社に対し

て複数の集団訴訟が提起されているほか、一部顧客と損害賠償に関する交渉を行っております。なお、訴状には請

求金額の記載はありませんが、当該訴訟の結果として、当社の経営成績等へ影響を及ぼす可能性があります。

(6）知財競争

当社は、独自の技術開発と生産工程の創出に最重点をおいておりますが、海外進出に伴い、知的財産権の侵害を

受けるおそれは益々増大しています。また、顧客と市場ニーズに応えてシステム技術を開発するに当たり、全ての

技術を当社でカバーしえない場合は、他社との協業等によりそのリスクを回避する所存であります。

(7）製品品質の不具合

当社グループは「品質第一の考えのもとに開発、生産、販売の各過程で品質のつくり込みを行い、お客様に満足

と信頼の得られる製品を提供する」という品質方針に基づいて、顧客に喜ばれる品質・価格・納期の実現に徹底し

て努力しております。しかし、全ての製品について不具合がなく、将来にリコールが発生しないという保証はあり

ません。予期せぬ品質の不具合の発生が当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

(8）財務制限条項による影響について

当社グループが締結している借入金契約には、財務制限条項が付されているものがあり、この条項に抵触し、一

括返済を求められた場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

(1）コミットメントライン契約の締結

当社は、平成27年３月31日付で、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行とシンジケーション方式によ

る短期コミットメントライン契約を締結しております。

借入先の名称

株式会社三井住友銀行

株式会社りそな銀行

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

株式会社鳥取銀行

アレンジャー及びエージェント 株式会社三井住友銀行

コミットメントラインの総額 2,200百万円

コミットメント期間 平成27年４月３日 ～ 平成28年３月31日

なお、本契約には財務制限条項が付されており、その詳細は「第５　経理の状況　１連結財務諸表等　(1）連

結財務諸表　注記事項（連結貸借対照表関係）」及び「第５　経理の状況　２財務諸表等　(1）財務諸表　注記

事項（貸借対照表関係）」に記載のとおりであります。

(2）コミットメントライン契約の締結

当社は、平成27年３月31日付で、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行とシンジケーション方式によ

る短期コミットメントライン契約を締結しております。

借入先の名称
株式会社りそな銀行

株式会社山陰合同銀行

アレンジャー及びエージェント 株式会社りそな銀行

コミットメントラインの総額 1,300百万円

コミットメント期間 平成27年３月31日 ～ 平成28年３月31日

なお、本契約には財務制限条項が付されており、その詳細は「第５　経理の状況　１連結財務諸表等　(1）連

結財務諸表　注記事項（連結貸借対照表関係）」及び「第５　経理の状況　２財務諸表等　(1）財務諸表　注記

事項（貸借対照表関係）」に記載のとおりであります。

また、前期以前に締結し、返済期限が到達していない重要な契約は以下のとおりであります。

(1）コミット型シンジケートローン契約の締結

当社は、平成25年５月17日付で、運転資金及び在外子会社の設備投資資金を安定的かつ効率的に調達するため

に、取引金融機関とコミット型シンジケートローン契約を締結しております。

借入先の名称

株式会社三井住友銀行

株式会社りそな銀行

株式会社商工組合中央金庫

株式会社鳥取銀行

アレンジャー及びエージェント 株式会社三井住友銀行

コミットメントラインの総額 1,800百万円

契約締結日 平成25年５月17日

コミットメント期間 平成25年５月22日 ～ 平成26年３月31日

実行した借入金の返済期限 平成31年３月29日

なお、本契約には財務制限条項が付されており、その詳細は「第５　経理の状況　１連結財務諸表等　(1）連

結財務諸表　注記事項（連結貸借対照表関係）」及び「第５　経理の状況　２財務諸表等　(1）財務諸表　注記

事項（貸借対照表関係）」に記載のとおりであります。
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(2）実行可能期間付タームローン契約の締結

当社は、平成25年９月27日付で、運転資金及び在外子会社の設備投資資金を安定的かつ効率的に調達するため

に、取引金融機関と実行可能期間付タームローン契約を締結しております。

借入先の名称 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

借入限度額 500百万円

コミットメント期間 平成25年９月30日 ～ 平成26年３月31日

実行した借入金の返済期限 平成31年３月29日

なお、本契約には財務制限条項が付されており、その詳細は「第５　経理の状況　１連結財務諸表等　(1）連

結財務諸表　注記事項（連結貸借対照表関係）」及び「第５　経理の状況　２財務諸表等　(1）財務諸表　注記

事項（貸借対照表関係）」に記載のとおりであります。
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６【研究開発活動】

当社グループは、自動車機器事業における開発・生産・品質保証力と電子機器事業における電力変換技術・制御技

術・実装技術の総合力をもって、燃費向上・省エネ・省資源・環境負荷物質の低減等地球環境問題に対応する新技術

の開発に努めてまいりました。

自動車機器事業におきましては、点火系専門メーカーとしてのノウハウを活かして、燃費向上を目的としたエンジ

ン制御の高度化・ＨＶを含む自動車の各種制御に関する製品開発を進めており、当期はＨＶ関連製品を従来より更に

小型・軽量化して製品化しました。当期の研究開発費は、21億57百万円であります。

電子機器事業におきましては、得意分野である電力変換技術、高電圧発生技術をベースに、従来のホームエレクト

ロニクスだけでなく、新（代替）エネルギー市場の拡大を睨んだ住宅用パワーコンディショナのラインナップの拡充

及び高付加価値化に取り組んでおります。当期は蓄電装置を含むハイブリッドパワーコンディショナの開発に着手し

ました。当期の研究開発費は、５億66百万円であります。

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

います。この連結財務諸表の作成にあたりまして、決算日における資産・負債の報告数値、報告期間における収

益・費用の報告数値に影響を与える見積り及び仮定設定を行っております。主なものは貸倒引当金、賞与引当金、

退職給付に係る資産及び負債、未払法人税等であり、その見積り及び判断については継続して評価を行っておりま

す。

なお、見積り及び判断・評価については、過去の実績や状況に応じて合理的と考えられる要因等に基づき行って

おりますが、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果とは異なる場合があります。

(2）当連結会計年度の経営成績の分析

①　売上高

当社グループの当連結会計年度の売上高は、自動車機器事業が自動車市場の回復に伴い内外ともに好調に推

移、電子機器事業もエアコン関連基板が好調に推移したため、売上高は572億37百万円（前期比12.2％増）と史

上最高を記録しました。

②　売上原価、販売費及び一般管理費

当社グループは積極的な原価低減活動を進めた結果、売上原価は、464億50百万円（売上原価率は前期81.7％

から当期81.2％）、販売費及び一般管理費は91億21百万円（前期比13.6％増）となりました。

③　経常利益

当連結会計年度の経常利益は、営業利益が前期比3億77百万円増加し、為替差益が発生したことにより、前期

比4億32百万円増加し、18億19百万円となりました。

④　当期純損益

当連結会計年度の当期純損益は、前連結会計年度の当期純損失から16億63百万円増加し、当期純利益5億58百

万円となりました。主な内容は、経常利益が4億32百万円増加したものの、インドネシアにおける事業再編損、

一部顧客との間で合意した和解金支払い等による特別損失を計上したことによるものであります。

(3）経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループは、国内において自動車の電子化の進展・電源の分散化に対応する投資、海外においては新興国市

場の成長に対応するため海外拠点の拡充を積極的に行っており、投資に見合う売上及び利益を見込んでおります

が、生産が何らかの理由で計画通りに立ち上がらない場合、或いは、得意先の販売状況等により業績に影響を与え

る可能性があります。また、自動車機器事業及び電子機器事業ともに主要得意先の当社グループ全体の売上高に占

める割合が高いため、その得意先の販売動向によっては、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

なお、経営成績に重要な影響を与える要因の詳細は、４事業等のリスクに記載しております。

(4）経営戦略の現状と見通し

当社の主力製品である自動車用点火コイル・電装品及び冷暖房・給湯関連の制御機器は、グローバル化・ボーダ

レス化・エコ化に向けた技術革新が急速に進展していることに加えて、アジア等を中心とした新興国が本格的な

モータリゼーションを迎えております。対処すべき課題である、収益構造の見直し、グローバル対応力の強化、得

意分野に立脚した新製品の開発を重点的に推進することにより、収益力向上に取り組んでまいります。
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(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析

（連結財政状態）

総資産は340億85百万円となり、前連結会計年度末に比べて33億44百万円増加しました。主な増加は、受取手形

及び売掛金9億88百万円、たな卸資産9億2百万円、未収入金6億21百万円であり、主な減少は、機械装置及び運搬具

3億10百万円によるものであります。

負債は前連結会計年度に比べ53百万円増加し、239億35百万円となりました。主な増加は、短期借入金13億42百

万円、繰延税金負債３億10百万円、資産除去債務１億９百万円であり、主な減少は、長期借入金10億31百万円、退

職給付に係る負債7億12百万円などであります。

純資産は前連結会計年度に比32億91百万円増加し、101億50百万円となりました。主な増加は、資本剰余金15億

円、利益剰余金9億13百万円などであります。

以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の22.1％から29.6％となりました。

（キャッシュ・フローの状況）

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ57百万円減少

し24億71百万円となりました。

当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により得られた資金は、5億62百万円（前期比66.7％減）となりました。主な増加は、減価償却費20億

79百万円、税金等調整前当期純利益11億18百万円、主な減少は、為替差損益5億46百万円、仕入債務の減少額4億63

百万円、たな卸資産の増加額4億68百万円などによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により使用した資金は、23億92百万円(前期比9.9%減）となりました。主な内訳は、有形固定資産の取

得による支出16億85百万円等であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により得られた資金は、13億27百万円（前期は43百万円の使用）となりました。主な増加は、短期借入

金の純増減額13億21百万円、優先株式発行による収入14億53百万円、主な減少は、長期借入金の返済による支出15

億7百万円などによるものであります。

当社グループの財政状態に関する指標のトレンドは下記のとおりであります。

 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期

自己資本比率（％） 28.3 24.6 26.0 22.1 29.6

時価ベースの自己資本比率

（％）
15.5 14.3 11.9 10.3 17.7

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率（年）
1.4 1.6 － 6.0 18.1

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍）
33.9 33.8 － 13.0 4.1

（注）自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

① 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

② 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

③ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して

おります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象

としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しておりま

す。

④ 平成25年３月期の、キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオについて

は、営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスであるため、記載しておりません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループは、新製品の受注に伴い、新機種・新加工法対応への設備投資を行っております。

当連結会計年度のセグメントの設備投資の内訳は、次のとおりであります。

 
当社設備投資額
（百万円）

連結子会社設備投資額
（百万円）

合計（百万円） 設備投資目的

自動車機器事業 551 652 1,204 原価低減・合理化・

研究開発設備の拡充電子機器事業 25 44 69

共通設備 455 - 455 経営の効率化

合計 1,033 696 1,729  

　（注）１．自動車機器事業においては、主に日本国内、Diamond Electric Mfg.Corporation（米国）及び金剛石電機

（蘇州）有限公司（中華人民共和国）における増産対応及び合理化のための設備投資であります。電子機器

事業においては、主に日本国内における増産対応及び合理化のための設備投資であります。なお、所要資金

は自己資金及び借入金により賄っております。

２．設備投資額には、無形固定資産、長期前払費用への投資も含めております。

２【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社 平成27年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
(人)

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

鳥取工場

（鳥取県鳥取市）

自動車機器

電子機器

自動車機器・電

子機器に関する

生産設備

593 830
1,088

(53,426)
99 2,612 530

布勢工場

（鳥取県鳥取市）
自動車機器

自動車機器に関

する生産設備
25 0

10

(4,367)
0 36 -

本社試験・研究棟

（大阪市淀川区）
自動車機器

自動車機器に関

する技術・開発

施設

76 0
99

(391)
30 205 12

本社テクニカルセンター

（大阪市淀川区）
電子機器

電子機器に関す

る技術・開発施

設

36 0
-

(672)
17 54 52

鳥取テクニカルセンター

（鳥取県鳥取市）
自動車機器

自動車機器に関

する技術・開発

施設

36 0
-

(264)
24 62 15

本社

（大阪市淀川区）

全社統轄業務

その他

統轄業務施設

技術・開発施設
173 -

211

(2,237)
30 414 189

松阪工場

（三重県松阪市）
自動車機器

自動車機器に関

する生産設備
11 104 - 8 125 23

計 － － 953 937 1,409 212 3,511 821
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　(2）国内子会社 平成27年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
(人)

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

新潟ダイヤモンド

電子株式会社

新潟工場

（新潟県燕市吉

田鴻巣）

自動車機器

電子機器

自動車機器・電

子機器に関する

生産設備

311 241
644

(14,894)
27 1,225 272

 

(3）在外子会社 平成27年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
(人)

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

Diamond Electric

Mfg. Corporation

（米国）

ウエストバージ

ニア本社

（米国ウエスト

バージニア州）

自動車機器
自動車機器に関

する生産設備
507 861

21

(44,702)
56 1,446 307

Diamond Electric

Hungary Kft.

(ハンガリー)

ハンガリー工場

（ハンガリー共

和国エステルゴ

ム市）

自動車機器

電子機器

自動車機器・電

子機器に関する

生産設備

201 186
45

(22,802)
38 471 162

金剛石電機（蘇州）

有限公司（中華人民

共和国）

中華人民共和国

江蘇省
自動車機器

自動車機器に関

する生産設備
361 1,762

-

(22,506)
356 2,480 336

DE Diamond

 Electric India

Private Limited

（インド）

インド　ハリア

ナ州バワール
自動車機器

自動車機器に関

する生産設備
235 425

46

(0)
34 742 127

金剛石電機国際貿易

（蘇州）有限公司

（中華人民共和国）

中華人民共和国

江蘇省

自動車機器

電子機器

自動車機器・電

子機器の営業施

設

- -
-

(358)
22 22 34

Diamond Electric

(Thailand)

Co.,Ltd.（タイ）

タイ王国

アユタヤ県
自動車機器

自動車機器に関

する生産設備
51 324

-

(2,840)
99 474 73

Diamond Electric

Korea Co.,Ltd.

（韓国）

大韓民国

ソウル市
自動車機器

自動車機器に関

する営業施設
- -

-

(78)
1 1 4

PT.Diamond

Electric

Indonesia（インド

ネシア）

インドネシア

ジャカルタ
自動車機器

自動車機器に関

する営業施設
- 0

-

(142)
41 41 8

PT.Diamond

Electric

Mfg Indonesia

（インドネシア）

インドネシア

ジャカルタ
自動車機器

自動車機器に関

する製造施設
- -

-

(3,000)
0 0 -

計 － － － 1,357 3,560 113 649 5,681 1,051

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。

なお、金額には消費税等を含めておりません。

２．提出会社及び在外子会社の賃借中の土地については面積のみ表示しております。

３．提出会社の本社テクニカルセンターの土地の帳簿価額については、本社と同一敷地内にあり算出が困難な

ため、本社の土地の帳簿価額に含めて表示しております。また、提出会社の鳥取テクニカルセンターの土

地の帳簿価額については、鳥取工場と同一の敷地内にあり、算出が困難なため、鳥取工場の土地の帳簿価

額に含めて表示しております。

４．在外子会社の状況は、各連結子会社の決算日末現在で記載しております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、除却等の計画は次のとおりであります。

(1）重要な設備の新設

該当事項はありません。

(2）重要な改修

該当事項はありません。

(3）重要な除却

該当事項はありません。

EDINET提出書類

ダイヤモンド電機株式会社(E02019)

有価証券報告書

 19/104



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 36,500,000

A種優先株式 150

計 36,500,150

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)
（平成27年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年６月26日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,149,400 9,149,400
㈱東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株

A種優先株式　

（当該優先株

式は行使価額

修正条項付新

株予約権付社

債等でありま

す。）

150 150
非上場

 

単元株式数1株

（注）1～3

計 9,149,550 9,149,550 － －

1．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質は以下のとおりであります。

(1）普通株式の株価の下落により取得価額が下方に修正された場合、取得請求権の行使により交付される普通株式

数が増加します。

(2）取得価額の修正の基準及び頻度

① 修正の基準：東京証券取引所の終値（30日連続取引日平均）の95％

② 修正の頻度：毎年７月31日及び１月31日

(3）取得価額の下限及び取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限

① 取得価額の下限 171円00銭

② 取得請求権の行使により交付されることとなる株式数の上限

8,771,929株（平成27年3月31日現在におけるＡ種優先株式の発行済株式総数150株に基づき算定。同日の普通

株式の発行済株式総数の95.87％）

(4）当社の決定による本優先株式の全部の取得を可能とする強制転換条項があります。

2．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に関する事項は以下のとおりであります。

(1）権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

① 合意による普通株式を対価とする取得請求の制約について

割当先による当社普通株式を対価とする取得請求権の行使に関しては、当社と割当先との間の平成26年５

月12日付投資契約（以下「本投資契約」という。）において、下記のいずれかの事由が発生した場合に限定

されています。

(i)　 本優先株式に対する金銭による剰余金の配当が、連続する２事業年度を通じて一度も行われなかった場

合

(ii)　本②(ii)又は(iii)記載の事由が発生した場合

(iii) 本②(i)、(iv)又は(v)記載の事由が発生した日から６ヶ月間が経過した場合

② 合意による金銭を対価とする取得請求の制約について

割当先による金銭を対価とする取得請求権の行使に関しては、本投資契約において、下記のいずれかの事

由が発生した場合に限定されています。

(i)　 本優先株式の発行日から５年が経過した場合

(ii)　当社につき、本投資契約に定める義務の違反があった場合
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(iii) 当社が本投資契約に定める表明及び保証の違反をした場合（但し、軽微な違反を除く。）

(iv)　当社の各事業年度の有価証券報告書が提出された場合において、当該有価証券報告書に記載される財務

諸表に基づき算出される各事業年度の末日における当社の分配可能額が、当該各事業年度の末日現在の

割当先の保有する本優先株式の合計株数にその時点を金銭対価取得請求権取得日として算出される本優

先株式１株当たりの取得価額を乗じた金額を下回った場合

(v)　 当社の2015年３月期以降の各年度の決算期における単体又は連結の損益計算書に示される営業損益又は

経常損益のいずれかが２期連続で損失となった場合

③ 割当先との投資契約における合意について

当社は、本投資契約において、割当先による取得請求に制約を設ける一方、将来の現金償還請求（金銭を

対価とする取得請求）に対応する分配可能額及び資金を確保して普通株式を対価とする取得請求が行使され

ることを避けること、また当社の財務的健全性を確保すること等を目的として、割当先に対し主に次に掲げ

る遵守事項を負っております。

(i)　 当社グループの主たる事業を営むのに必要な許可等を維持すること、全ての法令等を重要な点において

遵守して事業を継続すること、及び、当社グループの主たる事業内容を変更しないこと。

(ii)　割当先の事前承諾なしに、当社のグループ構成を変更しないこと、組織再編（但し、当社グループ内及

び当社グループ全体の観点から見て重要でないものについてはこの限りではない。）を行わないこと、

並びに定款変更、合併、事業譲渡及び重要な資産の譲渡等の重要な変更を行わないこと。但し、割当先

は、かかる承諾を不合理に留保又は拒絶しないものとする。

(iii) 割当先の保有する本優先株式の合計株数に本優先株式１株あたりの取得価額を乗じた金額が、当社の分

配可能額を上回ることとなるような内容の普通株式への剰余金の配当を行わないこと。

(iv)　当社の発行可能株式総数から発行済株式の総数を控除して得た数が、本優先株式の全てについて、通常

下限行使価額で行われる普通株対価取得請求を行った場合に割当先が取得することとなる普通株式数を

超えている状態を維持すること。

(v)　 法令等及び本投資契約に定める場合のほか、割当先の承諾なく普通株式を対象とする自己株式の取得を

行わないこと。

(2）当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

割当先は、保有する本優先株式の全部又は一部を第三者に譲渡する場合には、当該譲渡の10営業日前まで

に、本優先株式の譲渡予定の概要（譲渡予定先の氏名又は名称、譲渡予定株式数及び譲渡予定日）を当社に書

面により通知し、当社と誠実に協議すること、並びに、当該譲渡予定先をして本投資契約上の割当先の義務を

負う旨の書面を当社に対して提出させることを約しています。

(3）当社の株券の貸借に関する事項についての所有者と会社の特別利害関係者等との間の取り決めの内容

該当事項はありません。

(4）その他投資者の保護を図るため必要な事項

① 単元株式数

本優先株式の単元株式数は１株であります。

② 議決権の有無及び内容の差異並びに理由

当社は、本優先株式とは異なる種類の株式である普通株式を発行しています。普通株式は、株主としての

権利内容に制限のない株式ですが、本優先株式は、株主総会において議決権を有しません。これは、本優先

株式が剰余金の配当及び残余財産の分配について優先権を持つ代わりに議決権を付さないこととしたもので

あります。

③ 種類株主総会の決議

当社は、会社法第322条第２項の規定による種類株主総会の決議を要しない旨を定款で定めておりませ

ん。

3．定款に規定しているＡ種優先株式の内容は、次のとおりであります。

(1) 優先配当金（第12条の2）

① 当会社は、剰余金の配当（Ａ種優先中間配当金（本条第5項に定義する。以下同じ。）を除く。）を行うと

きは、当該配当にかかる基準日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＡ種優先株式を有する株主（以下

「Ａ種優先株主」という。）又はＡ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ａ種優先登録株式質権者」とい

う。）に対し、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以下

「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、Ａ種優先株式1株につき本条第2項に定める額の剰余金（以下

「Ａ種優先配当金」という。）を配当する。ただし、当該配当にかかる基準日を含む事業年度に属する日を

基準日として、Ａ種優先配当金の全部又は一部の配当（本条第3項に定める累積未払Ａ種優先配当金の配当
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を除き、Ａ種優先中間配当金を含む。）がすでに行われているときは、かかる配当の累積額を控除した額と

する。

② Ａ種優先配当金の額は、1株につき710,000円とする。

③ ある事業年度に属する日を基準日として、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して支払う1株あ

たり剰余金の配当（以下に定める累積未払Ａ種優先配当金の配当を除き、Ａ種優先中間配当金を含む。）の

額の合計額が当該事業年度にかかるＡ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は、当該事業年度の

翌事業年度の初日（同日を含む。）以降、実際に支払われた日（同日を含む。）まで、年率7.1％（以下

「Ａ種優先配当率」という。）で1年毎の複利計算により累積する。なお、当該計算は、1年を365日とした

日割計算により行うものとし、除算は最後に行い、円位未満小数第3位まで計算し、その小数第3位を四捨五

入する。累積した不足額（以下「累積未払Ａ種優先配当金」という。）については、Ａ種優先配当金、Ａ種

優先中間配当金及び普通株主若しくは普通登録株式質権者に対する配当金に先立って、これをＡ種優先株主

又はＡ種優先登録株式質権者に対して支払う。

④ Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、Ａ種優先配当金を超えて剰余金を配当しない。ただ

し、当会社が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第8号ロ若しくは同法第760条第7号ロに規定さ

れる剰余金の配当又は当会社が行う新設分割手続の中で行われる同法第763条第12号ロ若しくは同法第765条

第1項第8号ロに規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。

⑤ 当会社は、毎年9月30日を基準日として剰余金の配当を行うときは、毎年9月30日の最終の株主名簿に記載又

は記録されたＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立

ち、Ａ種優先株式1株につき当該基準日の属する事業年度におけるＡ種優先配当金の額の2分の1に相当する

額（１円に満たない金額は切り上げる。）（以下「Ａ種優先中間配当金」という。）を配当する。

(2) Ａ種優先株主に対する残余財産の分配　（第12条の3）

① 当会社は、残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普

通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式1株あたりの残余財産分配価額として、本条第2項に定める金額を

支払う。

② Ａ種優先株式1株当たりの残余財産分配額は、以下の算式に基づいて算定されるものとする。

（基準価額算式）

1株あたりの残余財産分配価額

＝　10,000,000円＋累積未払Ａ種優先配当金

＋前事業年度未払Ａ種優先配当金＋当事業年度未払優先配当金額

上記算式における「累積未払Ａ種優先配当金」は、残余財産分配がなされる日（以下「残余財産分配日」と

いう。）を実際に支払われた日として、前条第3項に従い計算される額の合計額とし、

「前事業年度未払Ａ種優先配当金」は、基準日の如何にかかわらず、残余財産分配日の属する事業年度の前

事業年度（以下本条において「前事業年度」という。）にかかるＡ種優先配当金のうち、残余財産分配日ま

でに実際に支払われていないＡ種優先配当金がある場合における当該前事業年度にかかるＡ種優先配当金の

不足額（ただし、累積未払Ａ種優先配当金に含まれる場合を除く。）とし、

また、「当事業年度未払優先配当金額」は、10,000,000円にＡ種優先配当率を乗じて算出した金額につい

て、残余財産分配日の属する事業年度の初日（同日を含む。）以降、残余財産分配日（同日を含む。）まで

の期間の実日数につき日割計算により算出される金額（ただし、残余財産分配日が平成27年3月31日に終了

する事業年度に属する場合は、710,000円）から、残余財産分配日の属する事業年度の初日（同日を含

む。）以降に支払われたＡ種優先中間配当金がある場合におけるＡ種優先中間配当金の額を控除した金額と

する。

なお、当該計算は、1年を365日とした日割計算により行うものとし、除算は最後に行い、円位未満小数第3

位まで計算し、その小数第3位を四捨五入する。

③ Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、本条に定めるほか残余財産の分配を行わない。

(3) 議決権（第12条の4）

Ａ種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会（種類株主総会を含む。）において議決権を

有しない。

(4) 金銭を対価とする取得請求権（第12条の5）

① Ａ種優先株主は、当会社に対し、平成26年8月1日以降いつでも、金銭を対価としてＡ種優先株式の全部又は

一部を取得することを請求することができる（当該請求をした日を、以下「金銭対価取得請求権取得日」と

いう。）。当会社は、この請求がなされた場合には、Ａ種優先株式の全部又は一部を取得するのと引換え

に、金銭対価取得請求権取得日における会社法第461条第2項所定の分配可能額を限度として、法令上可能な

範囲で、金銭対価取得請求権取得日に、Ａ種優先株主に対して、次項に定める取得価額の金銭の交付を行う

ものとする。ただし、分配可能額を超えてＡ種優先株主から取得請求があった場合、取得すべきＡ種優先株

式は取得請求される株数に応じた比例按分の方法により決定する。
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② Ａ種優先株式1株あたりの取得価額は、第12条の3第2項に定める基準価額算式に従って計算される。なお、

本項の取得価額を算出する場合は、第12条の3第2項に定める基準価額の計算における「残余財産分配日」を

「金銭対価取得請求権取得日」と読み替えて、基準価額を計算する。

(5) 金銭を対価とする取得条項（第12条の6）

① 当会社は、平成27年7月31日以降の日で、当会社の取締役会が別に定める日が到来したときは、当該日にお

いて、Ａ種優先株主又はＡ種登録株式質権者の意思にかかわらず、法令上可能な範囲で、次項に定める取得

価額の金銭の交付と引換えにＡ種優先株式の全部又は一部を取得することができる（以下当該取得を行う日

を「金銭対価取得条項取得日」という。）。なお、一部取得するときは、比例按分又はその他当会社の取締

役会が定める合理的な方法による。

② Ａ種優先株式1株あたりの取得価額は、第12条の3第2項に定める基準価額算式に従って計算される。なお、

本項の取得価額を算出する場合は、第12条の3第2項に定める基準価額の計算における「残余財産分配日」を

「金銭対価取得条項取得日」と読み替えて、基準価額を計算する。

(6) 普通株式を対価とする取得請求権（第12条の7）

Ａ種優先株主は、当会社に対し、本条第(1)号に定める取得を請求することができる期間中、本条第(2)号に

定める条件で、普通株式を対価としてＡ種優先株式を取得することを請求することができる。

(1) 取得を請求することができる期間

平成26年8月1日以降

(2) 取得と引換えに交付すべき財産

1) 当会社は、Ａ種優先株主が取得請求権を行使した場合、当該Ａ種優先株主の有するＡ種優先株式を取得す

るのと引換えに、当該Ａ種優先株主に対して、次に定める条件により当会社の普通株式を交付する（以下

当該取得を行う日を「普通株式対価取得請求権取得日」という。）。なお、Ａ種優先株主に交付される普

通株式数の算出に際し、1株未満の端数が生じたときはこれを切り捨てるものとし、会社法167条第3項に定

める金銭による調整は行わない。

（算式）

Ａ種優先株式の取得と引換えに交付する当会社の普通株式の数

＝（Ａ種優先株主が取得を請求したＡ種優先株式の第12条の3第2項に定める基準価額の総額）÷転換価額

なお、上記の基準価額の算出においては、第12条の3第2項に定める基準価額の計算における「残余財産分

配日」を「普通株式対価取得請求権取得日」と読み替えて、基準価額を計算する。

2) 転換価額

イ 当初転換価額

当初転換価額は、342円とする。

ロ 転換価額の修正

転換価額は、平成27年1月31日以降の毎年7月31日及び1月31日（以下それぞれ「転換価額修正日」とい

う。）に、転換価額修正日における時価の95％に相当する金額（以下「修正後転換価額」という。）に

修正されるものとする。ただし、修正後転換価額が当初転換価額の50%（以下「下限転換価額」とい

う。）を下回るときは、修正後転換価額は下限転換価額とする。なお、転換価額が、下記ハにより調整

された場合には、下限転換価額についても同様の調整を行うものとする。

上記「時価」とは、当該転換価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引

所（以下「東証」という。）における普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値

（終値のない日数を除く。円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。）とする。

ハ 転換価額の調整

(a) 当会社は、Ａ種優先株式の発行後、下記(b)に掲げる各事由により普通株式数に変更を生じる場合又

は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「転換価額調整式」という。）をもって

転換価額（上記ロに基づく修正後の転換価額を含む。）を調整する。

調整後転換価額

＝ 調整前転換価額×（既発行普通株式数＋（（交付普通株式数×1株あたりの払込金額）÷時価））

÷（既発行普通株式数＋交付普通株式数）

転換価額調整式で使用する「既発行普通株式数」は、普通株主に下記(b)(i)ないし(iv)の各取引に係

る基準日が定められている場合はその日、また当該基準日が定められていない場合は、調整後の転換

価額を適用する日の1ヶ月前の日における当会社の発行済普通株式数から当該日における当会社の有

する普通株式数を控除し、当該転換価額の調整前に下記(b)又は(d)に基づき交付普通株式数とみなさ

れた普通株式のうち未だ交付されていない普通株式の数を加えた数とする。

転換価額調整式で使用する「交付普通株式数」は、普通株式の株式分割が行われる場合には、株式分

割により増加する普通株式数（基準日における当会社の有する普通株式に関して増加した普通株式数

を含まない。）とし、普通株式の併合が行われる場合には、株式の併合により減少する普通株式数
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（効力発生日における当会社の有する普通株式に関して減少した普通株式数を含まない。）を負の値

で表示して使用するものとする。

転換価額調整式で使用する「1株あたりの払込金額」は、下記(b)(i)の場合は当該払込金額（金銭以

外の財産を出資の目的とする場合には適正な評価額、無償割当ての場合は0円とする。）、下記(b)

(ii)及び(iv)の場合は0円とし、下記(b)(iii)の場合は取得請求権付株式等（下記(b)(iii)に定義す

る。）の交付に際して払込みその他の対価関係にある支払がなされた額（時価を下回る対価をもって

普通株式の交付を請求できる新株予約権の場合には、その行使に際して出資される財産の価額を加え

た額とする。）から、その取得、転換、交換又は行使に際して取得請求権付株式等の所持人に交付さ

れる普通株式以外の財産の価額を控除した金額を、その取得、転換、交換又は行使に際して交付され

る普通株式の数で除した金額（下記(b)(iii)において「対価」という。）とする。

(b) 転換価額調整式によりＡ種優先株式の転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用

時期については、次に定めるところによる。

(i) 下記(c)(ii)に定める時価を下回る払込金額をもって普通株式を交付する場合（無償割当ての場

合を含む。）（ただし、当会社の交付した取得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項

付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本ハにおいて同じ。）の取得と引

換えに交付する場合又は普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付された

ものを含む。以下本ハにおいて同じ。）その他の証券若しくは権利の転換、交換又は行使により

交付する場合を除く。）

調整後の転換価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられたときは当該払込期間の最終

日とする。以下同じ。）又は無償割当ての効力発生日の翌日以降これを適用する。ただし、当会

社の普通株主に募集株式の割当てを受ける権利を与えるため又は無償割当てのための基準日があ

る場合は、その日の翌日以降これを適用する。

(ii) 普通株式の株式分割をする場合

調整後の転換価額は、普通株式の株式分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

(iii) 取得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権であって、その取得と引換

えに下記(c)(ii)に定める時価を下回る対価をもって普通株式を交付する定めがあるものを交付す

る場合（無償割当ての場合を含む。）、又は下記(c)(ii)に定める時価を下回る対価をもって普通

株式の交付を請求できる新株予約権その他の証券若しくは権利を交付する場合（無償割当ての場

合を含む。）

調整後の転換価額は、交付される取得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予

約権、又は新株予約権その他の証券若しくは権利（以下「取得請求権付株式等」という。）の全

てが当初の条件で取得、転換、交換又は行使され普通株式が交付されたものとみなして転換価額

調整式を準用して算出するものとし、交付される日又は無償割当ての効力発生日の翌日以降これ

を適用する。ただし、普通株主に取得請求権付株式等の割当てを受ける権利を与えるため又は無

償割当てのための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。

上記にかかわらず、取得、転換、交換又は行使に際して交付される普通株式の対価が上記の時点

で確定していない場合は、調整後の転換価額は、当該対価の確定時点で交付されている取得請求

権付株式等の全てが当該対価の確定時点の条件で取得、転換、交換又は行使され普通株式が交付

されたものとみなして転換価額調整式を準用して算出するものとし、当該対価が確定した日の翌

日以降これを適用する。

(iv) 普通株式の併合をする場合

調整後の転換価額は、株式の併合の効力発生日以降これを適用する。

(c)(i) 転換価額調整式の計算については、円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を切り捨て

る。

(ii) 転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額を適用する日に先立つ45取引日目に始ま

る30取引日の東証における普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終

値のない日数を除く。円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。）とす

る。

(d) 上記(b)に定める転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合に該当すると当会社取

締役会が合理的に判断するときには、当会社は、必要な転換価額の調整を行う。

(i) 当会社を存続会社とする合併、他の会社が行う吸収分割による当該会社の権利義務の全部又は一

部の承継、又は他の株式会社が行う株式交換による当該株式会社の発行済株式の全部の取得のた

めに転換価額の調整を必要とするとき。

(ii) 転換価額を調整すべき事由が2つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の

算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(iii) その他当会社の発行済普通株式の株式数の変更又は変更の可能性の生じる事由の発生により転

換価額の調整を必要とするとき。
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(e) 転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が1円未満の場合は、転

換価額の調整は行わないものとする。ただし、本(e)により不要とされた調整は繰り越されて、その

後の調整の計算において斟酌される。

(f) 上記(a)ないし(e)により転換価額の調整を行うときは、当会社は、あらかじめ書面によりその旨並

びにその事由、調整前の転換価額、調整後の転換価額及びその適用の日その他必要な事項を株主名簿

に記載された各Ａ種優先株主に通知する。ただし、その適用の日の前日までに前記の通知を行うこと

ができないときは、適用の日以降速やかにこれを行う。

③ 取得請求受付場所

大阪府大阪市淀川区塚本１丁目15番27号

ダイヤモンド電機株式会社

④ 取得の効力発生

取得請求書が本条第③号に記載する取得請求受付場所に到着したときに、当会社は、Ａ種優先株式を取得

し、当該取得請求をした株主は、当会社がその取得と引換えに交付すべき普通株式の株主となる。

(7) 種類株主総会（第19条の2）

1．第15条の規定は、定時株主総会と同日に開催される種類株主総会についてこれを準用する。

2．第16条、第17条、第18条第1項及び第19条の規定は、種類株主総会にこれを準用する。

3．第18条第2項の規定は、会社法第324条第2項の定めによる種類株主総会の決議にこれを準用する。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の残高はありますが行使されておりませんので、該当事項はありま

せん。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成26年７月31日

（注）１
0 9,149 750 2,940 750 4,632

平成26年７月31日

（注）２
－ 9,149 △750 2,190 △750 3,882

（注）１．第三者割当によるＡ種優先株式の発行により、発行済株式総数が150株増加し、資本金及び資本準備金がそ

　　れぞれ750百万円増加しております。

２．会社法第447条第３項並びに第448条第３項の規定に基づき、資本金及び資本準備金の額をそれぞれ750百万

　　円減少させ、同額をその他資本剰余金に振り替えております。
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（６）【所有者別状況】

      ①　普通株式

平成27年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 10 15 35 6 1 558 625 －

所有株式数

（単元）
－ 1,156 298 2,142 121 3 5,372 9,092 57,400

所有株式数の

割合（％）
－ 12.7 3.3 23.6 1.3 0.0 59.1 100.0 －

（注）　自己株式139,362株は、「個人その他」に139単元及び「単元未満株式の状況」に362株を含めて記載しており

ます。なお、自己株式数139,362株は株主名簿記載上の株式数であり、期末日現在の実保有株式数と同一であり

ます。

    ②　A種優先株式
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成27年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － － － 1 － － － 1 －

所有株式数

（単元）
－ － － 150 － － － 150 －

所有株式数の

割合（％）
－ － － 100.0 － － － 100.0 －
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（７）【大株主の状況】

  平成27年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ダイヤモンドエンジニアリング株式会社 大阪市福島区福島1丁目1-48-4106 1,000,290 10.93

池永　重彦 大阪市福島区 913,629 9.99

ダイヤモンド電機取引先持株会 大阪市淀川区塚本１丁目15-27 794,000 8.68

池永　辰朗 兵庫県西宮市 671,791 7.34

ダイヤモンド電機社員持株会 大阪市淀川区塚本1丁目15-27 389,786 4.26

豊栄産業株式会社 大阪市西淀川区花川1丁目7-8 387,840 4.24

池永　悦治 大阪市西淀川区 271,000 2.96

第一生命保険株式会社（常任代理人　

資産管理サービス信託銀行株式会社）

東京都千代田区有楽町1丁目13-1

（東京都中央区晴海1丁目8-12晴

海アイランドトリトンスクエアオ

フィスタワーＺ棟）

240,000 2.62

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内1丁目1-2 200,600 2.19

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町2丁目2-1 200,000 2.19

計 － 5,068,936 55.40

 

なお、所有株式に係る議決権の個数の多い順上位10名は、以下のとおりであります。

  平成27年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
（個）

総株主の議決権に
対する所有議決権
数の割合（％）

ダイヤモンドエンジニアリング株式会社 大阪市福島区福島1丁目1-48-4106 1,000 11.17

池永　重彦 大阪市福島区 913 10.20

ダイヤモンド電機取引先持株会 大阪市淀川区塚本１丁目15-27 794 8.87

池永　辰朗 兵庫県西宮市 671 7.49

ダイヤモンド電機社員持株会 大阪市淀川区塚本1丁目15-27 389 4.34

豊栄産業株式会社 大阪市西淀川区花川1丁目7-8 387 4.32

池永　悦治 大阪市西淀川区 271 3.03

第一生命保険株式会社（常任代理人　

資産管理サービス信託銀行株式会社）

東京都千代田区有楽町1丁目13-1

（東京都中央区晴海1丁目8-12晴

海アイランドトリトンスクエアオ

フィスタワーＺ棟）

240 2.68

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内1丁目1-2 200 2.23

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町2丁目2-1 200 2.23

計 － 5,068 56.61
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  A種優先株式 150 － （注）１

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 139,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,953,000 8,953 －

単元未満株式（注）２ 普通株式 57,400 － －

発行済株式総数 9,149,550 － －

総株主の議決権 － 8,953 －

（注）１．Ａ種優先株式の内容は、（１）株式の総数等②発行済株式（注）に記載のとおりであります。

　　　２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式362株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ダイヤモンド電機

株式会社

大阪市淀川区塚本

1丁目15番27号
139,000 － 139,000 1.5

計 － 139,000 － 139,000 1.5

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 5,240 3,203,375

当期間における取得自己株式 709 488,973

（注）当期間における取得自己株式には、平成27年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 139,362 － 140,071 －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成27年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

り及び受渡による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

利益の配分に当たっては、株主の皆様への還元を最重要課題の一つとして位置付け、配当につきましては、長期的

視点に立って企業体質の一層の強化を図りながら、配当の安定化と向上を図ってまいります。内部留保金につきまし

ては、技術革新に対応した設備投資や研究開発投資及び海外展開等に活用し、会社の競争力強化、収益性向上に努め

る所存であります。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本としております。

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

当期の配当金につきましては、今後の業績先行き動向、当社の財務状況等を総合的に判断いたしました結果、当期

の期末配当は１株当たり５円の配当を実施させていただきます。なお、中間配当を１株当たり３円としておりますの

で、当期の年間配当金は１株あたり８円となります。

当社は、「取締役会の決議により毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めて

おります。

なお、平成26年７月に発行いたしましたA種種類株式の配当につきましては、発行時に定められた発行要領に基づ

き、当期の期末配当は１株あたり355,000円の配当を実施させていただきます。なお、中間配当を１株あたり355,000

円としておりますので、当期の年間配当金は１株あたり710,000円となります。

基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
株式の種類

 

配当金の総額

（百万円）

1株当たりの配当額

（円）

平成26年11月13日

取締役会
普通株式 27 3

平成26年11月13日

取締役会
A種優先株式 53 355,000

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 45 5

平成27年６月26日

定時株主総会
A種優先株式 53 355,000

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第72期 第73期 第74期 第75期 第76期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

最高（円） 590 480 400 554 845

最低（円） 292 287 282 305 334

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所（市場第二部）におけるものであり、平成25年７月16日からは東京証券取

引所（市場第二部）におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成26年10月 11月 12月 平成27年１月 ２月 ３月

最高（円） 565 695 845 812 809 785

最低（円） 506 521 690 764 655 660

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第二部）におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性９名　女性０名　（役員のうち女性の比率０％）
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式の

種類及び数
（千株）

取締役社長

(代表取締役)
－ 栗田　裕功 昭和31年６月22日生

  
平成21年８月 MAGAYAR TOYO SEAT Exective

Advisor

平成22年７月 当社入社　自動車本部長付

平成23年１月 Diamond Electric Hungary Kft. 取

締役社長

平成25年１月 Diamond Electric Mfg.Corporation

CEO

平成25年４月 当社執行役員

平成26年１月 新潟ダイヤモンド電子株式会社 取締

役（現任）

平成26年３月 当社代表取締役社長（現任）

平成27年４月 Diamond Electric Mfg.Corporation

取締役（現任）
 

（注）３
普通株式

3

専務取締役

(代表取締役)

事業管掌

ＡＳＥＡＮ

担当役員

武藤　靖 昭和34年５月27日生

 
昭和58年12月 株式会社菱和入社

平成18年７月 当社入社

平成19年１月 浜松営業所長

平成19年４月 営業本部営業２部長

平成19年10月 営業本部副本部長(兼)営業２部長

平成20年４月 自動車営業本部副本部長(兼)営業２部

長

平成21年４月 執行役員　自動車機器事業部長

平成22年４月 執行役員　自動車機器事業本部自動

車機器事業部長

平成23年６月 取締役

平成25年４月 常務取締役執行役員　自動車機器営

業管掌(兼)事業企画管掌

 Diamond Electric Mfg. Corporation

取締役

Diamond Electric Korea Co,. Ltd.

理事

平成26年１月 代表取締役専務　事業・購買担当役

員　ＡＳＥＡＮ担当役員

 DE Diamond Electric India Private

Limited 取締役（現任）

 Diamond Electric (Thailand)

Co,.Ltd. 取締役（現任）

平成26年12月 PT. Diamond Electric Indonesia取

締役（現任）

平成27年４月 代表取締役専務　事業管掌　ＡＳＥ

ＡＮ担当役員（現任）
 

（注）３
普通株式

2
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式の

種類及び数
（千株）

常務取締役

執行役員

技術・品

質・購買・

製造・生産

管理・ＴＱ

Ｍ管掌

中国・韓国

担当役員

竹内　学 昭和38年３月16日生

 
昭和60年10月 当社入社

平成８年11月 自動車機器事業部技術部長

平成11年６月 取締役　自動車機器事業部技術部長

平成12年４月 取締役　自動車機器事業部開発部長

平成15年４月 取締役　開発本部自動車機器開発部

長

平成16年４月 取締役　開発本部第二開発部長

平成17年４月 取締役　開発本部開発第二グループ

長

平成19年４月 取締役執行役員　技術副本部長

平成20年４月 取締役執行役員　自動車技術本部長

平成21年４月 取締役執行役員　自動車電装機器事

業部長

平成22年４月 取締役執行役員　自動車機器事業本

部自動車電装機器事業部長

平成24年４月 取締役執行役員　自動車機器事業本

部技術統括部長(兼)技術管理室長

(兼)先行技術開発室長

平成25年４月 常務取締役執行役員　品質保証本部

長(兼)技術・開発・知財管掌

平成26年１月 常務取締役執行役員　技術・品質担

当役員　品質保証本部長

平成26年10月 常務取締役執行役員　技術・品質・

ＴＱＭ担当役員　品質保証本部長

平成27年４月 常務取締役執行役員（現任）

技術・品質・購買・製造・生産管

理・ＴＱＭ管掌　中国・韓国担当役

員（現任）

Diamond Electric Mfg.Corporation

取締役（現任）
 

（注）３

 

普通株式

5

取締役

執行役員

法務・管理管

掌
安藤　武始 昭和39年６月23日生

 
平成15年４月 株式会社菱和　業務部長

平成19年９月 当社入社　営業本部営業一部業務課

長

平成23年４月 執行役員　経営管理本部長

平成24年４月 執行役員　経営管理本部長(兼)総務

本部長

平成25年４月 執行役員　経営管理本部長

平成26年１月 執行役員　管理本部長

平成26年３月 取締役執行役員　管理本部長

平成27年４月 取締役執行役員　法務・管理管掌

（現任）

金剛石電機（蘇州）有限公司 董事長

（現任）

金剛石電機国際貿易（蘇州）有限公

司 董事（現任）

Diamond Electric Korea Co,. Ltd.

理事（現任）
 

 

（注）３

 

普通株式

5

取締役 － 石川　晃三 昭和20年２月９日生

 
昭和43年７月 石川鉄工株式会社(現株式会社ソミッ

ク石川)入社

平成２年５月 同社代表取締役社長

平成24年６月 同社代表取締役会長（現任）

平成25年11月 浜松商工会議所副会頭（現任）

平成26年３月 当社取締役（現任）
 

（注）３ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式の

種類及び数
（千株）

常勤監査役 － 村田　真澄 昭和30年１月２日生

 
昭和53年４月 富士重工業株式会社入社

平成18年２月 当社入社

平成19年４月 執行役員　営業企画部長

平成19年９月 執行役員　DE Diamond Electric

India Private Limited 社長

平成23年４月 執行役員　品質保証本部副本部長

平成24年４月 執行役員　品質保証本部本部長

平成26年１月 執行役員

平成26年６月 当社監査役（現任）
 

（注）６

 
－

監査役 － 赤井　義宏 昭和28年11月29日生

 
昭和58年12月 税理士資格取得

平成７年11月 赤井会計事務所開業

平成15年６月 当社監査役（現任）
 

（注）４ －

監査役 － 飯田　久夫 昭和24年２月24日生

 
平成８年３月 株式会社さくら銀行（現株式会社三

井住友銀行）神田橋支店支店長

平成９年10月 株式会社さくら銀行金融法人部審議

役

平成10年４月 株式会社さくら銀行神戸公務部長

平成13年６月 株式会社日本総合研究所理事

平成18年７月 株式会社日本総研ソリューションズ

（現株式会社ＪＳＯＬ）理事

平成21年６月 当社監査役（現任）
 

（注）５ －

監査役 － 鈴木　健太郎 昭和51年11月21日生

 
平成13年10月 弁護士登録（第一東京弁護士会所

属）

平成13年10月 長島・大野・常松法律事務所入所

平成26年２月 柴田・鈴木・中田法律事務所開設

同 パートナー（現任）

平成26年６月 当社監査役（現任）
 

（注）６ －

    計  15

　（注）１．取締役　石川晃三は、社外取締役であります。

２．監査役　赤井義宏、飯田久夫、鈴木健太郎は、社外監査役であります。

３．平成27年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４．平成27年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．平成25年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．平成26年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

７．取締役執行役員　安藤武始は、代表取締役社長　栗田裕功の義弟であります。

８．当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しております。執行役員は９名で、

常務取締役執行役員 技術・品質・購買・製造・生産管理・ＴＱＭ管掌 中国・韓国担当役員 Diamond Electric Mfg.Corporation取締

役　竹内学、取締役執行役員 法務・管理管掌 金剛石電機(蘇州)有限公司董事長 金剛石電機国際貿易(蘇州)有限公司董事 Diamond

Electric Korea Co,. Ltd.理事　安藤武始、執行役員 管理本部長 Diamond Electric Hungary Kft.取締役 DE Diamond Electric India

Private Limited取締役　加納健治、執行役員　製造本部長　伊藤隆博、執行役員 技術本部長　寺坂孝雄、執行役員 Diamond Electric

(Thailand) Co,.Ltd.取締役　徳永康明、執行役員 営業本部長 金剛石電機(蘇州)有限公司董事 金剛石電機国際貿易(蘇州)有限公司董

事 Diamond Electric Korea Co.,Ltd.代表理事 PT. Diamond Electric Indonesia取締役　澤田哲也、執行役員 新潟ダイヤモンド電子

株式会社代表取締役社長　岩野功史、執行役員 生産管理本部長 Diamond Electric Hungary Kft.取締役 渡邉忠司で構成されておりま

す。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、品質・コスト・納期において、顧客の満足と信頼

を獲得することを通じて、株主価値を増大させるとともに、株主の皆様、仕入先、地域社会、従業員等のステーク

ホルダーとの良好な関係を構築することにあります。そのため、経営に関する正確かつ迅速な情報収集・意思決

定、業務執行に関する透明性・効率性の確保に向けた経営管理体制の構築と適切な運営に意を用いております。

①　企業統治の体制

Ⅰ　企業統治の体制の概要

当社は、会社法に規定されている取締役会及び監査役会による統制を基本として、経営管理機能の強化、効

率性の確保に向け、以下の仕組みを構築しております。

１．取締役、取締役会

当社は取締役５名（うち１名は社外取締役）で構成される定例取締役会を原則として毎月１回、必要に応

じて臨時取締役会をそれぞれ開催し、経営戦略等重要事項等に関する討議、決定を行うと共に、業務執行状

況の監督、年間計画進捗状況の確認等を通して、企業統治の適切な運営に努めております。

なお、取締役会の活性化と経営の意思決定の迅速化及び業務執行の効率化を図るため、執行役員制度を導

入しております。

２．執行役員、執行役員会

取締役会が担う経営の意思決定と業務執行の役割を分離し、執行役員（９名）は取締役会にて決定される

経営戦略に基づく業務執行を担っております。なお、執行役員会は、原則として毎月１回開催しておりま

す。

３．監査役、監査役会

監査役会は４名（うち３名は社外監査役）で構成され、各監査役は監査役会で定めた監査方針、業務の分

担等に従い、取締役会・重要な会議等に出席し、経営の適法性・透明性について意思決定の適法性確保の観

点から発言を行うとともに、取締役の業務執行状況を監査しております。

 

Ⅱ　会社の機関・内部統制の関係を分かりやすく示す図表（平成27年６月26日現在）
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Ⅲ　企業統治の体制を採用する理由

当社は、取締役会の活性化と迅速な意思決定、執行責任の明確化を目的として、執行役員制度を導入してお

ります。月１回の定例取締役会、必要に応じて臨時取締役会を開催するほか、業務の執行状況をタイムリーに

把握するため執行役員会を毎月開催しております。当社企業集団全体のガバナンス機能を高めるため、当社取

締役が子会社社長を含む取締役を兼務する体制としております。

なお、経営の意思決定及び執行役員の業務執行を管理監督する取締役会に対して、外部からの経営チェック

機能の観点から社外監査役を含む監査役による監査が実施されることから、監査役設置会社を選択しておりま

す。

Ⅳ　内部統制システムの整備の状況

当社は取締役会において以下のとおり「内部統制システムの整備に関する基本方針」を決定し、その実効性

を確保するための体制の整備及び継続的な改善を行っております。

１．当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

1） 当社及び当社子会社の社是「健康・信頼・前進」を適切な職務執行に際して守るべき規範の支柱とする

とともに「グローバルポリシー」を制定し、グループ横断的に企業倫理規範の実践に取り組む。

2） コンプライアンス経営の強化に資することを目的として、「コンプライアンスハンドブック」を作成・

配布し、常に法令遵守を意識した職務執行に努める。また、当社法務部を中心としてグループ横断的な

コンプライアンス教育を行う。当社及び当社子会社の従業員等からの組織的又は個人的な法令違反行為

等に関する相談又は通報の適正な処理の仕組みを定めることにより、不正行為等の早期発見と是正を図

る。

3） 財務報告の信頼性を確保するために、財務報告に係る内部統制に関して基本方針を策定し、これに基づ

く業務の仕組みの構築、改善を進めるとともに、その運用状況を定期的に評価し仕組みの維持改善を行

う。

4） 内部監査部門が、品質・環境関係を含む業務全般を対象として、法令・定款・社内規定の遵守状況を監

査する。

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

1） 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理（電磁的記録を含む）につき、文書管理規定、その他関

連規定に従い、適切に処理する。

2） 取締役、監査役及び内部監査部門は、いつでも当該情報を閲覧できる。

３．当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

 グローバル化の進展に伴い、当社の経営成績等に影響を及ぼす事業上のリスクが多様化・複雑化してい

 る点を踏まえて、リスク管理規定を制定して当社及び当社子会社のリスクを特定し、その下で個別のリ

 スクに関する把握・分析・対応方法について文書化することにより、リスク発生時の対応方法決定の迅

 速化を図るとともに、定期的な見直しを行う。

４．当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

1） 定例取締役会を毎月開催する。

2） 執行役員制度を導入し、取締役会は、経営の基本方針の決定と業務執行を監督する機関として機能させ

る。

3） 取締役会規程や執行役員会規程の改定により、経営と業務執行を分離する執行役員制を強化する。ま

た、職務権限規程の見直しにより、職位に応じた権限と責任の明確化を図る。

4） 関係会社管理規程及び職務権限規程に基づき、当社子会社においても職位に応じて権限と責任に見合う

職務の執行を行う。

５．会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

1） 子会社関連の規定類の見直しを行う。

2） 当社事業に関して、海外子会社を含めて定期的な検討会を開催する。

3） 当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制を強化する。

   「関係会社管理規程」に基づき、当社子会社の責任者は、営業成績、財務状況その他の経営の重要事項

   に関する報告を当社に対して行う。

６．当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並

びに当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する

事項

 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、社内規程に基づき、監査役スタッ

 フを置くこととし、当該スタッフの人事及び評価については、監査役の意見を尊重するなど、取締役か

 らの独立性の確保及び当該使用人に対する指示の実効性を確保する。
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７．当社及び当社子会社の取締役並びに使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関

する体制、報告をしたことに理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

1） 監査役は、定期的に、また必要に応じて取締役から報告を求めることができる。

2） 当社及び当社子会社の取締役及び使用人は、上記の求めに応じ報告を行うとともに、必要な情報提供を

行う。

3） 監査役は、取締役会のほか重要会議に出席する機会を確保するとともに、必要に応じて各種議事録、決

裁書類等をいつでも閲覧できるものとする。

4） 当社は、監査役に報告を行った当社及び当社子会社の取締役及び使用人に対し、当該報告を行ったこと

   を理由として不利な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を周知徹底する。

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

 1） 監査役は、代表取締役との定期的な会合を開催するほか、内部監査部門・会計監査人との定期的な情報

     交換・意見交換の機会を確保する。

 2） 当社は監査役の職務の執行において合理的に生ずる費用の前払いまたは償還、その他当該職務の執行に

     ついて生ずる費用または債務を、監査役の請求に基づき速やかに支弁する。

Ⅴ　リスク管理体制の整備の状況

グローバル化の進展に伴って、当社の経営成績等に影響を及ぼす事業上のリスクが多様化・複雑化している

点を踏まえて、リスク管理規定を制定してリスクを特定し、その下で個別のリスクに関する把握・分析・対応

方法について文書化するとともに、定期的な見直しを行っております。

当社は、平成25年７月の米国独占禁止法違反をうけて、社外取締役の選任、社外監査役の増員、執行役員制

度の見直し、情報伝達体制の見直し等を骨子とする経営体制の再構築を行うとともに、コンプライアンス全般

を所轄する法務部の設置、ＩＴシステムの活用を含めた管理制度の整備、内部通報制度に関する外部通報窓口

の設置、各種研修の拡充を行っております。

②　社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は１名、社外監査役は３名であり、当社は社外取締役及び社外監査役について、当社外での

経験と見識及び専門家としての知見を総合的に勘案して候補者を選定し、取締役会承認を経て、株主総会に諮っ

ております。

当社は、社外取締役又は社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針として明確に定めたものは

ありませんが、選任にあたっては、株式会社東京証券取引所の定める独立役員の独立性に関する判断基準等を参

考にしております。

社外取締役石川晃三は、企業経営者としてのこれまでの豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に反映させるこ

とを目的として選任しており、当社との間で重要な利害関係はありません。

社外監査役赤井義宏は、税理士として財務に関する相当程度の知見を有しており、大所高所からのアドバイ

ス、経営の客観性の確保の観点から選任しております。

社外監査役飯田久夫は、金融機関における長年の経験に基づき財務に関する相当程度の知見を有しており、こ

れを当社の監査に反映させるため、選任しております。監査役飯田久夫が平成23年６月まで在籍しておりました

株式会社ＪＳＯＬとは、当社のその他の取締役及び監査役と人的関係、資本的関係又は取引関係その他の特別な

利害関係がありませんが、平成13年５月まで当社の取引金融機関である株式会社三井住友銀行の業務執行者であ

りました。しかしながら、当社は複数の金融機関と取引を行っており、株式会社三井住友銀行への借入依存度及

び当社株式の保有比率は他社に比べ突出していないため、当社の意思決定に対し、株式会社三井住友銀行の意向

により著しい影響を及ぼす可能性はないと判断しております。

社外監査役鈴木健太郎は、弁護士として法的な専門知識を有することから、特にコンプライアンス強化の観点

から選任しており、当社との間で重要な利害関係はありません。

なお、社外取締役及び社外監査役は、平素よりコンプライアンス重視の観点から積極的に発言を行っておりま

す。

また、社外監査役赤井義宏及び飯田久夫を、株式会社東京証券取引所に独立役員として届け出ております。

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法423条第１項の損害賠償責任

を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損額賠償責任の限度額は法令が定める額としておりま

す。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役及び社外監査役が責任の原因となった職務の遂行に

ついて善意かつ重大な過失がないときに限られます。
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③　社外取締役及び社外監査役と内部監査、監査役監査及び会計監査との連携状況

社外取締役は主として取締役会における審議を通じて取締役の業務執行を監視、監査役監査につきましては、

取締役会等の重要会議に出席する他、重要な決裁書類の閲覧等により、多面的な視点からの監査により、取締役

の職務執行を厳正に監査しております。

内部監査につきましては監査室が年間計画に基づいて、毎年国内及び海外子会社を含めて業務監査・内部統制

監査を中心に各部門の監査を実施しております。なお、品質に係わる部分は内部品質監査員、環境に係わる部分

は内部環境監査員に業務を委託することにより、効率的な監査を行っております。

会計監査との連携につきましては、監査役は会計監査人から年間監査計画の説明を受けるとともに、会計監査

及び内部統制監査の結果に関して定期的（四半期毎）に意見交換等を実施し、監査役監査にてフォローしており

ます。監査役と内部監査部門の連携につきましては、それぞれの監査計画策定時の意見交換を実施する他、監査

結果につき、必要に応じて意見交換等を実施しております。

④　役員報酬等

Ⅰ　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役 員 区 分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる

役員の員数

（人）基本報酬
ストック

オプション
賞与 退職慰労金

取 締 役

（社外取締役を除く。）
134 134 － － 1 5

監 査 役

（社外監査役を除く。）
11 11 － － 0 2

社外役員 14 14 － － 0 4

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．上記のほか、平成26年６月27日開催の第75期定時株主総会決議に基づき、平成26年１月10日に退任し

た役員、及び平成26年６月27日に退任した役員に対し、前事業年度までに役員退職慰労引当金として

計上済の金額を含め、役員退職慰労金を総額86百万円支給しております。

Ⅱ　役員の報酬等の額又はその算定方法に関する方針の内容及び決定方法

株主総会で定められた報酬限度額の範囲内で職位・在任年数・業績の進捗等を総合的に勘案し、取締役につ

いては取締役会の決議により、監査役については監査役の協議により決定しております。
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⑤　株式の保有状況

Ⅰ　投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

16銘柄　　1,379百万円

Ⅱ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

特定投資株式

銘　　柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

株式会社コロナ 250,759 267
企業活動において連携を密にして共存

共栄の関係を築く一助とする。

株式会社ノーリツ 128,237 246
企業活動において連携を密にして共存

共栄の関係を築く一助とする。

 富士重工業株式会社 87,656 244
企業活動において連携を密にして共存

共栄の関係を築く一助とする。

三菱電機株式会社 107,482 124
企業活動において連携を密にして共存

共栄の関係を築く一助とする。

ダイハツ工業株式会社 67,800 123
企業活動において連携を密にして共存

共栄の関係を築く一助とする。

Ｓ・Ｐ・Ｋ株式会社 35,000 65
企業活動において連携を密にして共存

共栄の関係を築く一助とする。

黒田電気株式会社 16,800 28
企業活動において連携を密にして共存

共栄の関係を築く一助とする。

三菱自動車工業株式会社 25,246 27
企業活動において連携を密にして共存

共栄の関係を築く一助とする。

株式会社三井住友フィナンシャル

グループ
2,200 9

株式の相互保有をベースとした長期的

な信頼関係を構築する一助とする。

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャ

ル・グループ
15,970 9

株式の相互保有をベースとした長期的

な信頼関係を構築する一助とする。

株式会社立花エレテック 5,500 7
株式の相互保有をベースとした長期的

な信頼関係を構築する一助とする。

株式会社ＫＯＡ 5,000 5
株式の相互保有をベースとした長期的

な信頼関係を構築する一助とする。

株式会社りそなホールディングス 11,250 5
株式の相互保有をベースとした長期的

な信頼関係を構築する一助とする。

株式会社鳥取銀行 20,000 3
株式の相互保有をベースとした長期的

な信頼関係を構築する一助とする。

ニチコン株式会社 4,000 3
株式の相互保有をベースとした長期的

な信頼関係を構築する一助とする。

第一生命保険株式会社 800 1
株式の相互保有をベースとした長期的

な信頼関係を構築する一助とする。
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当事業年度

特定投資株式

銘　　柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

 富士重工業株式会社 88,169 351
企業活動において連携を密にして共存

共栄の関係を築く一助とする。

 株式会社コロナ 253,853 294
企業活動において連携を密にして共存

共栄の関係を築く一助とする。

株式会社ノーリツ 131,656 259
企業活動において連携を密にして共存

共栄の関係を築く一助とする。

三菱電機株式会社 108,502 154
企業活動において連携を密にして共存

共栄の関係を築く一助とする。

ダイハツ工業株式会社 68,231 125
企業活動において連携を密にして共存

共栄の関係を築く一助とする。

Ｓ・Ｐ・Ｋ株式会社 35,000 77
企業活動において連携を密にして共存

共栄の関係を築く一助とする。

黒田電気株式会社 16,800 32
企業活動において連携を密にして共存

共栄の関係を築く一助とする。

三菱自動車工業株式会社 27,656 30
企業活動において連携を密にして共存

共栄の関係を築く一助とする。

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャ

ル・グループ
15,970 11

株式の相互保有をベースとした長期的

な信頼関係を構築する一助とする。

株式会社三井住友フィナンシャル

グループ
2,200 10

株式の相互保有をベースとした長期的

な信頼関係を構築する一助とする。

株式会社立花エレテック 5,500 8
株式の相互保有をベースとした長期的

な信頼関係を構築する一助とする

 株式会社りそなホールディングス 11,250 6
株式の相互保有をベースとした長期的

な信頼関係を構築する一助とする。

株式会社ＫＯＡ 5,000 5
株式の相互保有をベースとした長期的

な信頼関係を構築する一助とする。

株式会社鳥取銀行 20,000 5
株式の相互保有をベースとした長期的

な信頼関係を構築する一助とする

ニチコン株式会社 4,000 4
株式の相互保有をベースとした長期的

な信頼関係を構築する一助とする。

第一生命保険株式会社 800 1
株式の相互保有をベースとした長期的

な信頼関係を構築する一助とする。
 

Ⅲ　保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並び

に当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

 

前事業年度

（百万円）
当事業年度（百万円）

貸借対照表計

上額の合計額

貸借対照表計

上額の合計額

受取配当金

の合計額

売却損益

の合計額

評価損益の

合計額

非上場株式 1 1 － － （注）

上記以外の株式 17 18 0 － 10

（注）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「評

価損益の合計額」は記載しておりません。
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⑥　会計監査の状況

当社は、会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査に関して有限責任 あずさ監査法人を選任しており、法

令に基づく適正な会計監査を受けております。なお、同監査法人及び当社監査に携わる同監査法人の業務執行社

員との間には、特別の利害関係はありません。業務を執行した公認会計士は下記のとおりであります。

・業務を執行した公認会計士の氏名

指定有限責任社員・業務執行社員　　　洪　　性禎（継続監査年数２年）

指定有限責任社員・業務執行社員　　　堀内　計尚（継続監査年数３年）

・監査業務に係る補助者の構成

公認会計士 8名、その他 14名

なお、主要な海外子会社につきましては、ＫＰＭＧ等による会計監査を受けております。

⑦　責任限定契約の内容の概要

当社と社外役員４名（石川晃三、赤井義宏、飯田久夫、鈴木健太郎）は、会社法第427条第１項に基づき、同

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく責任の限度額は、法令

の定める最低責任限度額としております。

⑧　取締役の員数

当社の取締役は11名以内とする旨、定款に定めております。

⑨　取締役選任決議の要件

取締役を選任する株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、累積投票によらない旨も定款

に定めております。

⑩　株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

Ⅰ　自己の株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定に従い、取締役会の決議をもって市場取引等により自己の株式を取得

することができる旨定款に定めております。これは、機動的に自己株式の取得を行うことを目的とするもので

あります。

Ⅱ　中間配当

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として、中間

配当を行うことができる旨定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを可能にす

るためであります。

⑪　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。

　　⑫　種類株式の発行

当社は、種類株式発行会社であって、株式ごとに異なる数の単元株式数を定めており、普通株式の単元株式数

は1,000株としておりますが、Ａ種優先株式は株主総会において議決権を有しないため、単元株式数は１株とい

たしております。また、普通株式は、株主としての権利内容に制限のない株式でありますが、Ａ種優先株式は株

主総会において議決権を有しておりません。これは、Ａ種優先株式を配当金や残余財産の分配について優先権を

持つ代わりに議決権がない内容としたものであります。なお、その他Ａ種優先株式の詳細につきましては、「第

４ 提出会社の状況　1　株式等の状況　(1)株式の総数等　②発行済株式」の記載をご参照下さい。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 82 1 69 1

連結子会社 － － － －

計 82 1 69 1

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

当社の連結子会社であるDiamond Electric Mfg. Corporation（米国）ほか２社が、当社の監査公認会計士等

と同一のネットワークに属している現地のＫＰＭＧメンバーファームに対して支払うべき報酬は、監査証明業

務に基づく報酬が37百万円となっております。

（当連結会計年度）

当社及び当社の連結子会社であるDiamond Electric Mfg. Corporation（米国）ほか１社が、当社の監査公認

会計士等と同一のネットワークに属しているＫＰＭＧメンバーファームに対して支払うべき報酬は、監査証明

業務に基づく報酬が34百万円、税務業務に基づく非監査報酬が14百万円となっております。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務内容としましては、ＥＲＰ内部統制に係る助

言業務であります。

（当連結会計年度）

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務内容としましては、ＥＲＰ内部統制に係る助

言業務及び決算早期化にかかるアドバイザリ業務であります。

④【監査報酬の決定方針】

当社における監査報酬の決定については、監査日数、事業規模及び業務の特性を勘案した監査計画に基づき算

定した報酬金額について、監査役会の同意を得て決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

(3）当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来千円単位で記載してお

りましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位をもって記載することに変更しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成26年４月１日から平成27年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）の財務諸表について、有限

責任 あずさ監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入し、また、同機構や他の外部団体が主催する研修に参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,560 2,503

受取手形及び売掛金 ※１ 7,916 ※１ 8,905

電子記録債権 298 253

商品及び製品 1,649 1,875

仕掛品 509 566

原材料及び貯蔵品 2,399 3,019

繰延税金資産 295 323

その他 1,199 2,298

貸倒引当金 △15 △15

流動資産合計 16,814 19,731

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 8,520 8,339

減価償却累計額 ※２ △5,769 ※２ △5,679

建物及び構築物（純額） ※１,※３ 2,750 ※１,※３ 2,659

機械装置及び運搬具 19,537 21,522

減価償却累計額 ※２ △14,468 ※２ △16,764

機械装置及び運搬具（純額） ※１,※３ 5,069 ※１,※３ 4,758

土地 ※１ 2,290 ※１ 2,171

建設仮勘定 703 631

その他 6,613 7,147

減価償却累計額 ※２ △5,849 ※２ △6,230

その他（純額） ※３ 763 ※３ 916

有形固定資産合計 11,577 11,137

無形固定資産 366 342

投資その他の資産   

投資有価証券 1,192 1,399

関係会社株式 358 842

長期貸付金 11 7

繰延税金資産 211 95

退職給付に係る資産 - 296

その他 210 235

貸倒引当金 △2 △2

投資その他の資産合計 1,982 2,873

固定資産合計 13,926 14,353

資産合計 30,740 34,085
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 7,919 7,879

電子記録債務 773 842

短期借入金 ※１,※４ 3,371 ※１,※４ 4,714

1年内返済予定の長期借入金 ※１,※４ 1,366 ※１,※４ 1,303

リース債務 171 182

未払金 2,695 2,794

未払法人税等 136 130

賞与引当金 613 612

役員退職慰労引当金 134 -

その他 606 816

流動負債合計 17,789 19,275

固定負債   

長期借入金 ※１,※４ 3,062 ※１,※４ 2,030

リース債務 548 500

長期未払金 1,234 1,100

退職給付に係る負債 954 242

資産除去債務 - 109

繰延税金負債 - 310

その他 292 365

固定負債合計 6,092 4,659

負債合計 23,881 23,935

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,190 2,190

資本剰余金 3,882 5,382

利益剰余金 432 1,346

自己株式 △62 △65

株主資本合計 6,442 8,853

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 376 524

繰延ヘッジ損益 △1 -

為替換算調整勘定 96 716

退職給付に係る調整累計額 △113 △8

その他の包括利益累計額合計 357 1,232

少数株主持分 58 64

純資産合計 6,859 10,150

負債純資産合計 30,740 34,085
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

売上高 51,027 57,237

売上原価 ※１ 41,711 ※１,※３ 46,450

売上総利益 9,315 10,786

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 8,028 ※２,※３ 9,121

営業利益 1,287 1,664

営業外収益   

受取利息 6 22

受取配当金 21 27

為替差益 218 278

補助金収入 20 1

作業くず売却益 21 21

その他 38 59

営業外収益合計 325 411

営業外費用   

支払利息 127 141

支払手数料 62 88

その他 35 26

営業外費用合計 226 256

経常利益 1,386 1,819

特別利益   

固定資産売却益 ※４ 25 ※４ 97

特別利益合計 25 97

特別損失   

固定資産売却損 ※５ 6 ※５ 127

固定資産除却損 ※６ 12 ※６ 12

減損損失 ※７ 10 ※７ 63

事業再編損 - ※８ 140

独禁法関連損失 ※９ 2,086 ※９ 381

事務所移転費用 - ※10 52

社内システム調査費用 - 20

特別損失合計 2,115 798

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損

失（△）
△703 1,118

法人税、住民税及び事業税 337 548

法人税等調整額 53 4

法人税等合計 391 552

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調

整前当期純損失（△）
△1,095 565

少数株主利益 9 7

当期純利益又は当期純損失（△） △1,105 558
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調

整前当期純損失（△）
△1,095 565

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 117 148

繰延ヘッジ損益 △3 1

為替換算調整勘定 901 619

退職給付に係る調整額 - 104

その他の包括利益合計 ※１,※２ 1,015 ※１,※２ 874

包括利益 △79 1,439

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 △89 1,432

少数株主に係る包括利益 9 7
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,190 3,882 1,537 △61 7,548

会計方針の変更による累積
的影響額

    -

会計方針の変更を反映した当
期首残高

2,190 3,882 1,537 △61 7,548

当期変動額      

優先株式の発行      

資本金から剰余金への振替      

連結範囲の変動      

連結子会社の決算期変更に
伴う増減

     

当期純損失（△）   △1,105  △1,105

剰余金の配当      

自己株式の取得    △1 △1

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 - - △1,105 △1 △1,106

当期末残高 2,190 3,882 432 △62 6,442

 

        

 その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算調整
勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 259 1 △804 - △543 49 7,054

会計方針の変更による累積
的影響額

      -

会計方針の変更を反映した当
期首残高

259 1 △804 - △543 49 7,054

当期変動額        

優先株式の発行        

資本金から剰余金への振替        

連結範囲の変動        

連結子会社の決算期変更に
伴う増減

       

当期純損失（△）       △1,105

剰余金の配当        

自己株式の取得       △1

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

117 △3 901 △113 901 8 910

当期変動額合計 117 △3 901 △113 901 8 △195

当期末残高 376 △1 96 △113 357 58 6,859
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当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,190 3,882 432 △62 6,442

会計方針の変更による累積
的影響額

  535  535

会計方針の変更を反映した当
期首残高

2,190 3,882 967 △62 6,978

当期変動額      

優先株式の発行 750 750   1,500

資本金から剰余金への振替 △750 750   -

連結範囲の変動   △57  △57

連結子会社の決算期変更に
伴う増減

  △15  △15

当期純利益   558  558

剰余金の配当   △107  △107

自己株式の取得    △3 △3

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 - 1,500 378 △3 1,875

当期末残高 2,190 5,382 1,346 △65 8,853

 

        

 その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算調整
勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 376 △1 96 △113 357 58 6,859

会計方針の変更による累積
的影響額

      535

会計方針の変更を反映した当
期首残高

376 △1 96 △113 357 58 7,394

当期変動額        

優先株式の発行       1,500

資本金から剰余金への振替       -

連結範囲の変動       △57

連結子会社の決算期変更に
伴う増減

      △15

当期純利益       558

剰余金の配当       △107

自己株式の取得       △3

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

148 1 619 104 874 6 880

当期変動額合計 148 1 619 104 874 6 2,755

当期末残高 524 - 716 △8 1,232 64 10,150
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純

損失（△）
△703 1,118

減価償却費 1,911 2,079

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 △0

退職給付引当金の増減額（△は減少） △779 -

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △100 △134

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 778 △46

受取利息及び受取配当金 △27 △50

支払利息 127 141

為替差損益（△は益） △258 △546

固定資産除却損 12 12

有形固定資産売却損益（△は益） △18 30

減損損失 10 63

売上債権の増減額（△は増加） △1,024 △280

たな卸資産の増減額（△は増加） △727 △468

仕入債務の増減額（△は減少） 832 △463

賞与引当金の増減額（△は減少） 336 △5

未払金の増減額（△は減少） 629 113

長期未払金の増減額（△は減少） 1,168 △134

その他 △110 △224

小計 2,053 1,205

利息及び配当金の受取額 27 52

利息の支払額 △129 △138

法人税等の還付額 32 12

法人税等の支払額 △295 △569

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,687 562

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1 △1

有形固定資産の取得による支出 △2,328 △1,685

有形固定資産の売却による収入 97 274

無形固定資産の取得による支出 △100 △102

関係会社株式の取得による支出 △358 △842

投資有価証券の取得による支出 △38 △16

その他 72 △18

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,656 △2,392
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △847 1,321

長期借入れによる収入 2,264 300

長期借入金の返済による支出 △1,465 △1,507

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △133 △158

配当金の支払額 - △107

優先株式の発行による収入 - 1,453

少数株主への配当金の支払額 △1 △1

セール・アンド・リースバックによる収入 203 71

その他 △63 △45

財務活動によるキャッシュ・フロー △43 1,327

現金及び現金同等物に係る換算差額 175 117

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △836 △385

現金及び現金同等物の期首残高 3,365 2,529

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少）
- 340

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物

の増減額
- △13

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 2,529 ※ 2,471
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　10社

新潟ダイヤモンド電子株式会社

Diamond Electric Mfg. Corporation（米国）

Diamond Electric Hungary Kft.（ハンガリー）

金剛石電機（蘇州）有限公司（中華人民共和国）

DE Diamond Electric India Private Limited（インド）

金剛石電機国際貿易（蘇州）有限公司（中華人民共和国）

Diamond Electric (Thailand) Co.,Ltd.（タイ）

Diamond Electric Korea Co.,Ltd.（韓国）

PT.Diamond Electric Indonesia（インドネシア）

PT.Diamond Electric Mfg Indonesia（インドネシア）

上記のうち、PT.Diamond Electric Indonesia（インドネシア）及びPT.Diamond Electric Mfg Indonesia（イ

ンドネシア）については、重要性が増したため当連結会計年度より、連結の範囲に含めております。

(2）主要な非連結子会社の名称等

Diamond Electric Asia Pacific Co.,Ltd.（タイ）

金剛石電機研究所有限公司(中華人民共和国）

ダイヤモンドビジネス株式会社

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、小規模であり、純資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない非連結子会社（Diamond Electric Asia Pacific Co.,Ltd.（タイ）、金剛石電機研究所有

限公司（中華人民共和国）、ダイヤモンドビジネス株式会社）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、当連結会計年度より、Diamond Electric Mfg. Corporation（米国）は、決算日を２月末日か

ら３月末日に変更しております。決算期変更に伴う当該連結子会社の平成26年３月１日から平成26年３月31日まで

の１ヶ月間の損益については、利益剰余金の増減として調整しております。

また、Diamond Electric Hungary Kft.（ハンガリー）、金剛石電機（蘇州）有限公司（中華人民共和国）及び金

剛石電機国際貿易（蘇州）有限公司（中華人民共和国）の事業年度末日は12月末日であり、連結会計年度末日とは

異なっておりますが、連結会計年度末日との差異が３ヶ月を超えないため、各社の事業年度末日現在の財務諸表を

使用しております。ただし、連結会計年度末日との間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っ

ております。

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

Ⅰ．時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

Ⅱ．時価のないもの

移動平均法による原価法

②　デリバティブ

時価法によっております。

③　たな卸資産

当社及び国内連結子会社は主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）、また、在外連結子会社は主として移動平均法による低価法によっております。

 

EDINET提出書類

ダイヤモンド電機株式会社(E02019)

有価証券報告書

 51/104



(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）は定額

法）、在外連結子会社は定額法によっております。なお、主な耐用年数は次のとおりです。

建物及び構築物　　　5年～47年

機械装置及び運搬具　3年～12年

その他　　　　　　　2年～10年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

　　③　リース資産

当社及び国内連結子会社は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理によっております。

在外連結子会社はファイナンス・リース取引については売買取引として取扱っております。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

③　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えて、当社は役員退職慰労金規定に基づく期末要支給額を計上しております。な

お、平成26年６月27日開催の第75期定時株主総会において役員退職慰労金制度の廃止に伴う打切り支給議案が可

決されました。役員退職慰労金制度の廃止に伴う打切り支給は、制度廃止時までの在任期間に応じた退職慰労金

を退任時に支給するものです。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定

額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

③　小規模企業における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5）重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社の資産及び負債は在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は

在外子会社の会計期間に基づく期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘

定及び少数株主持分に含めております。

(6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・為替予約

ヘッジ対象・・・製品輸出による外貨建売上債権、原材料輸入による外貨建買入債務及び外貨建予定取引

③　ヘッジ方針

「為替リスク管理規定」及び「為替リスク管理規定運用ガイドライン」に基づき、為替相場の変動リスクを回

避するため、実需の範囲内で為替予約取引を行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ期間を通じて相場変動を相殺する

ものと想定できるため、ヘッジの有効性の評価を省略しております。

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
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手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税の会計処理

税抜方式によっております。

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年5月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及び

「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年3月26日。以下「退職給付適用指針」

という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度

より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算

定式基準へ変更、割引率の決定方法を割引率の決定基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した

年数とする方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する

方法へ変更しております。

 　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計

年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が742百万円減少し、退職給付に係る資産が89百万円、利益剰

余金が535百万円、それぞれ増加しております。また、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利

益に与える影響は軽微であります。なお、当連結会計年度の１株当たり純資産額は59.39円増加しております。１株当た

り当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に与える影響は軽微であります。

 

（表示方法の変更）

　（連結損益計算書）

　前連結会計年度において独立掲記しておりました「営業外費用」の「手形売却損」は、金額的重要性が乏しくなったこ

とから、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計

年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「手形売却損」に表示していた２百万円は、

「その他」として組み替えております。
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（連結貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保に対応する債務

担保に提供している有形固定資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

建物及び構築物 991百万円 1,103百万円

機械装置及び運搬具 925 775

土地 1,849 1,604

計 3,766 3,483

 

上記有形固定資産のうち工場財団抵当に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

建物及び構築物 474百万円 622百万円

機械装置及び運搬具 925 775

土地 488 488

計 1,888 1,887

 

担保に提供している有形固定資産以外の資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

受取手形及び売掛金 1,681百万円 2,146百万円

 

担保資産に対応する債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

短期借入金 1,134百万円 1,471百万円

長期借入金

（１年内返済予定の長期借入金を含む）
1,387 714

計 2,522 2,186

 

※２　減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。

※３　補助金収入による圧縮記帳

国庫補助金等による圧縮記帳累計額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

建物及び構築物 21百万円 21百万円

機械装置及び運搬具 83 83

その他 1 1
 

EDINET提出書類

ダイヤモンド電機株式会社(E02019)

有価証券報告書

 54/104



※４　財務制限条項

(1）取引銀行４行とシンジケーション方式による短期コミットメントライン契約を締結しておりますが、当該契約に

は以下の財務制限条項が付されており、これに抵触した場合、借入先の要求に基づき、借入金を一括返済すること

があります。

①　各事業年度末日及び第２四半期会計（累計）期間の末日における連結及び単体の損益計算書に記載される営業

損益を損失としないこと。

②　各事業年度末日における連結及び単体の損益計算書に記載される経常損益を損失としないこと。

③　各事業年度末日及び第２四半期会計期間の末日における連結及び単体の貸借対照表に記載される純資産の部の

合計金額を、平成26年３月期末日における連結及び単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％

に相当する金額、又は直前の各事業年度末日及び第２四半期会計期間の末日における連結及び単体の貸借対照表

に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高い方の金額以上に維持すること。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

コミットメントラインの総額 3,000百万円 3,000百万円

借入実行残高 870 2,220

差引額 2,130 780

 

なお、平成27年３月31日付の契約更新により平成27年４月３日以降、当該契約のコミットメントラインの総

額は2,200百万円に変更となっております。

また、当該契約は以下のとおり、その内容の一部を変更しております。

①　各事業年度末日及び第２四半期会計(累計)期間の末日における連結損益計算書に記載される営業損益を損失と

しないこと。

②　各事業年度末日における単体の損益計算書に記載される営業損益を損失としないこと。

③　各事業年度末日における連結及び単体の損益計算書に記載される経常損益を損失としないこと。

④　各事業年度末日及び第２四半期会計期間の末日における連結及び単体の貸借対照表に記載される純資産の部の

合計金額を、平成26年３月期末日における連結及び単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％

に相当する金額、又は直前の各事業年度末日及び第２四半期会計期間の末日における連結及び単体の貸借対照表

に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高い方の金額以上に維持すること。

 

(2）取引銀行２行とシンジケーション方式による短期コミットメントライン契約を締結しておりますが、当該契約に

は以下の財務制限条項が付されており、これに抵触した場合、借入先の要求に基づき、借入金を一括返済すること

があります。

①　各事業年度末日における連結及び単体の損益計算書に記載される営業損益を損失としないこと。

②　各事業年度末日における連結及び単体の損益計算書に記載される経常損益を２期連続して損失としないこと。

③　各事業年度末日及び第２四半期会計期間の末日における連結及び単体の貸借対照表に記載される純資産の部の

合計金額を、平成26年３月期末日における連結及び単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％

に相当する金額、又は直前の各事業年度末日及び第２四半期会計期間の末日における連結及び単体の貸借対照表

に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高い方の金額以上に維持すること。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

コミットメントラインの総額 -百万円 1,300百万円

借入実行残高 - -

差引額 - 1,300
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(3）取引金融機関とコミット型シンジケートローン契約を締結しておりますが、当該契約には以下の財務制限条項が

付されており、これに抵触した場合、借入先の要求に基づき、借入金を一括返済することがあります。

①　各事業年度末日における連結及び単体の損益計算書に記載される営業損益を損失としないこと。

②　各事業年度末日における連結及び単体の損益計算書に記載される経常損益を損失としないこと。

③　各事業年度末日における連結及び単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を、直近の事業年度末

日における連結及び単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額以上に維持する

こと。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

シンジケートローンの借入実行残高 1,764百万円 1,411百万円

 

(4）取引金融機関と実行可能期間付タームローン契約を締結しておりますが、当該契約には以下の財務制限条項が付

されており、これに抵触した場合、第２四半期会計（累計）期間の末日においては個別借入及び本借入の利率が変

更になり、また、事業年度末日においては借入金を一括返済することがあります。

①　各事業年度末日及び第２四半期会計（累計）期間の末日における連結及び単体の損益計算書に記載される営業

損益を損失としないこと。

②　各事業年度末日及び第２四半期会計（累計）期間の末日における連結及び単体の損益計算書に記載される経常

損益を損失としないこと。

③　各事業年度末日における連結及び単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を前年度決算期の末日

における純資産の部の合計金額の75％以上に維持すること。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

タームローンの借入実行残高 500百万円 400百万円

 

　５　債権流動化による譲渡残高

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

受取手形及び売掛金 755百万円 727百万円

電子記録債権 488 351

 

　６　受取手形割引高

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

受取手形割引高 -百万円 290百万円

 

　　７　訴訟事項等

（前連結会計年度）（平成26年３月31日）

平成25年７月に米国司法省と締結した司法取引契約に関連して、当社及び当社の米国子会社に対して複数の集団

訴訟が提起されています。なお、訴状には、請求金額の記載はありませんが、当該訴訟の結果として、当社の経営

成績等へ影響を及ぼす可能性があります。

 

（当連結会計年度）（平成27年３月31日）

平成25年７月に米国司法省と締結した司法取引契約に関連して、当社及び当社の米国子会社に対して複数の集団

訴訟が提起されているほか、一部顧客と損害賠償に関する交渉を行っております。なお、訴状には訴訟金額の記載

はありませんが、当該訴訟の結果として、当社の経営成績等へ影響を及ぼす可能性があります。

 

（連結損益計算書関係）

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。

 
　前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

　当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

　 22百万円 20百万円

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。
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　前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

　当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

輸出諸掛・販売手数料・輸送費 784百万円 859百万円

給与及び手当 1,435 1,684

賞与及び賞与引当金繰入額 304 349

役員退職慰労引当金繰入額 43 1

退職給付費用 77 84

支払手数料 935 1,197

研究開発費 2,521 2,709

 

※３　販売費及び一般管理費又は当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

 
　前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

　当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

研究開発費 2,521百万円 2,723百万円

 

※４　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

機械装置及び運搬具 1百万円 23百万円

土地 - 38

その他 23 34

計 25 97
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※５　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

土地 -百万円 125百万円

その他 6 2

計 6 127

 
※６　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

建物及び構築物 1百万円 6百万円

機械装置及び運搬具 9 3

その他 1 3

計 12 12

 

※７　減損損失

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 金額

（当社）

鳥取県鳥取市
自動車機器生産設備

機械装置及び運搬具 5百万円

建設仮勘定 4

合計   10

（資産のグルーピングの方法）

当社は、事業用資産については管理会計において資産と対応し、継続的に収支把握のなされている単位をグ

ルーピングの基礎として、遊休資産については個々の物件ごとにグルーピングを行っております。なお、連結子

会社については会計単位を基礎としてグルーピングを行っております。

（回収可能価額の算定方法）

上記の自動車機器生産設備は、当面の間使用見込が乏しいため、帳簿価額を減損損失として計上しておりま

す。なお、回収可能価額の算定にあたっては、使用価値を零として減損損失を測定しております。

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 金額

（Diamond Electric

Mfg. Corporation）

米国

自動車機器生産設備 建物及び構築物 63百万円

合計   63

（資産のグルーピングの方法）

当社は、事業用資産については管理会計において資産と対応し、継続的に収支把握のなされている単位をグ

ルーピングの基礎として、遊休資産については個々の物件ごとにグルーピングを行っております。なお、連結子

会社については会計単位を基礎としてグルーピングを行っております。

（回収可能価額の算定方法）

上記の自動車機器生産設備は、売却を予定しているため、帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。回

収可能価額は、正味売却価額により測定しており、正味売却価額については売却予定額により算定しておりま

す。

 

※８　事業再編損の内容は、当社の連結子会社であるPT.Diamond Electric Mfg Indonesia（インドネシア）の製造委

託生産及び工場建設中止に伴う損失であります。
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※９　独禁法関連損失の内容は、当社顧客への一部自動車部品（点火コイル）の販売に関して米国独占禁止法に違反し

たことに関連するものであり、その内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

罰金 1,887百万円 -百万円

弁護士費用及び米国司法省調査義務履行費用 199 79

和解金 - 301

計 2,086 381

 

※10　事務所移転費用の内容は、当社の連結子会社であるDiamond Electric Mfg. Corporation（米国）の本社移転に

係る費用であります。
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（連結包括利益計算書関係）

※１ その他の包括利益に係る組替調整額

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 181百万円 190百万円

組替調整額 － －

計 181 190

繰延ヘッジ損益：   

当期発生額 53 86

組替調整額 △58 △84

計 △4 2

為替換算調整勘定：   

当期発生額 901 619

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 － 137

組替調整額 － 27

計 － 164

税効果調整前合計 1,078 976

税効果額 △62 △102

その他の包括利益合計 1,015 874

 

※２ その他の包括利益に係る税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

税効果調整前 181百万円 190百万円

税効果額 △64 △41

税効果調整後 117 148

繰延ヘッジ損益：   

税効果調整前 △4 2

税効果額 1 △0

税効果調整後 △3 1

為替換算調整勘定：   

税効果調整前 901 619

税効果額 － －

税効果調整後 901 619

退職給付に係る調整額：   

税効果調整前 － 164

税効果額 － △59

税効果調整後 － 104

その他の包括利益合計   

税効果調整前 1,078 976

税効果額 △62 △102

税効果調整後 1,015 874
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 9,149,400 － － 9,149,400

合計 9,149,400 － － 9,149,400

自己株式     

普通株式　　 （注） 131,500 2,622 － 134,122

合計 131,500 2,622 － 134,122

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,622株は、単元未満株式の買取によるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

該当事項はありません。

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 27 利益剰余金 3 平成26年３月31日 平成26年６月30日

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 9,149,400 － － 9,149,400

A種優先株式　（注）２ － 150 － 150

合計 9,149,400 150 － 9,149,550

自己株式     

普通株式　　 （注）１ 134,122 5,240 － 139,362

合計 134,122 5,240 － 139,362

（注）1.普通株式の自己株式の株式数の増加5,240株は、単元未満株式の買取によるものであります。

2.A種優先株式の発行済株式総数の増加150株は、第三者割当による新株の発行による増加であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。
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３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 27 3 平成26年３月31日 平成26年６月30日

平成26年11月13日

取締役会
普通株式 27 3 平成26年９月30日 平成26年12月8日

平成26年11月13日

取締役会
A種優先株式 53 355,000 平成26年９月30日 平成26年12月8日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 45 利益剰余金 5 平成27年３月31日 平成27年６月29日

平成27年６月26日

定時株主総会
A種優先株式 53 利益剰余金 355,000 平成27年３月31日 平成27年６月29日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

現金及び預金勘定 2,560百万円 2,503百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △31 △32

現金及び現金同等物 2,529 2,471

 

（リース取引関係）

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

主として、自動車機器事業及び電子機器事業における生産設備（機械装置及び運搬具）であります。

（イ）無形固定資産

ソフトウェアであります。

②　リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項　(2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金を調達しております。一時的な余資は主に流動性の高い

金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述するリス

クを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外

で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建ての買

掛金の残高の範囲内にあるものを除き、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務並びに未払金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であ

ります。一部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、恒常的に同じ外貨建ての売掛

金の残高の範囲内にあります。

借入金、ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり

ます。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用

してヘッジしております。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替予

約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引であります。なお、

ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の連結

財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項(6）重要なヘッジ会計の方法」をご

参照下さい。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、与信管理規定等に従い、営業債権について、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相

手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っており

ます。連結子会社についても、当社の与信管理規定等に準じて、同様の管理を行っております。

デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほとん

どないと認識しております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、原則として

先物為替予約を利用してヘッジしております。また、当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するた

めに、金利スワップ取引を利用しております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、また、取引先企業との関係を勘案し

て保有状況を継続的に見直しております。

EDINET提出書類

ダイヤモンド電機株式会社(E02019)

有価証券報告書

 63/104



デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた管理規定に従い、経理部が決

裁担当者の承認を得て行なっております。月次の取引実績は、執行役員会に報告しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の確保

及び緊急の資金需要に対応するために、取引金融機関とのコミットメントライン契約の締結等により流動性リス

クを管理しております。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバティブ取引に

関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 2,560 2,560 －

(2）受取手形及び売掛金 7,916 7,916 －

(3）電子記録債権 298 298 －

(4）投資有価証券

その他有価証券
1,191 1,191 －

資産計 11,966 11,966 －

(1）支払手形及び買掛金 7,919 7,919 －

(2）電子記録債務 773 773 －

(3）短期借入金 3,371 3,371 －

(4）未払金

（1年内期限到来の長期未払金を除く）
2,387 2,387 －

(5）長期借入金

（1年内返済予定の長期借入金を含む）
4,429 4,374 △54

(6）リース債務

（1年内返済予定のリース債務を含む）
719 731 12

(7）長期未払金

（1年内期限到来の長期未払金を含む）
1,543 1,500 △42

負債計 21,142 21,057 △85

デリバティブ取引（※） (7) (7) －

※　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は（ ）で示しております。
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当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 2,503 2,503 －

(2）受取手形及び売掛金 8,905 8,905 －

(3）電子記録債権 253 253 －

(4）投資有価証券

その他有価証券
1,398 1,398 －

資産計 13,061 13,061 －

(1）支払手形及び買掛金 7,879 7,879 －

(2）電子記録債務 842 842 －

(3）短期借入金 4,714 4,714 －

(4）未払金

（1年内期限到来の長期未払金を除く）
2,433 2,433 －

(5）長期借入金

（1年内返済予定の長期借入金を含む）
3,333 3,289 △43

(6）リース債務

（1年内返済予定のリース債務を含む）
683 683 0

(7）長期未払金

（1年内期限到来の長期未払金を含む）
1,460 1,429 △31

負債計 21,348 21,272 △75

デリバティブ取引（※） (0) (0) －

※　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は（ ）で示しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金、並びに(3）電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(4）投資有価証券

投資有価証券の時価について、取引所の価格によっております。なお、有価証券はその他有価証券として

保有しており、これに関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

負　債

(1）支払手形及び買掛金、(2）電子記録債務、(3）短期借入金、並びに(4）未払金（1年内期限到来の長期未

払金を除く）

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(5）長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む）、(6）リース債務（1年内返済予定のリース債務を含

む）、並びに(7）長期未払金（1年内期限到来の長期未払金を含む）

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入等を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

投資有価証券(非上場株式) 1 1

関係会社株式(非上場株式) 358 842

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表には含

めておりません。

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超５年以内

（百万円）

５年超10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

現金及び預金 2,560 － － －

受取手形及び売掛金 7,916 － － －

電子記録債権 298 － － －

合計 10,775 － － －

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超５年以内

（百万円）

５年超10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

現金及び預金 2,503 － － －

受取手形及び売掛金 8,905 － － －

電子記録債権 253 － － －

合計 11,661 － － －
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４．長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日以後の返済予定額

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 3,371 － － － － －

長期借入金 1,366 1,226 793 590 452 －

リース債務 171 161 139 88 122 37

長期未払金 308 308 308 308 308 －

合計 5,218 1,695 1,241 986 883 37

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 4,714 － － － － －

長期借入金 1,303 828 638 512 50 －

リース債務 182 161 110 153 75 －

長期未払金 360 360 360 360 － －

合計 6,560 1,350 1,109 1,026 125 －
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 1,157 564 592

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 1,157 564 592

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 34 42 △8

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 34 42 △8

合計 1,191 607 584

　（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　1百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困
難と認められることから、上表の「(1）株式」には含めておりません。

当連結会計年度（平成27年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 1,358 578 779

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 1,358 578 779

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 39 45 △5

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 39 45 △5

合計 1,398 623 774

　（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　1百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困
難と認められることから、上表の「(1）株式」には含めておりません。

２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1）通貨関連

前連結会計年度（平成26年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引

為替予約取引     

売建     

米ドル 667 － △0 △0

ユーロ 82 － △3 △3

合計 749 － △4 △4

（注）時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

当連結会計年度（平成27年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引

為替予約取引     

売建     

米ドル 240 － 0 0

ユーロ － － － －

合計 240 － 0 0

（注）時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

（2）金利関連

前連結会計年度（平成26年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引
金利スワップ取引     

変動受取・固定支払 60 40 △0 △0

合計 60 40 △0 △0

（注）時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

当連結会計年度（平成27年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引
金利スワップ取引     

変動受取・固定支払 40 20 △0 △0

合計 40 20 △0 △0

（注）時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

通貨関連

前連結会計年度（平成26年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

原則的処理方法

為替予約取引     

売建     

ユーロ 売掛金 82 － △2

合計 82 － △2

（注）時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、確定給付型の制度として退職一時金制度及び退職年金制度を採用してお

ります。なお、国内の連結子会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。また、一部の海

外子会社は、確定拠出型の退職給付制度を設けております。

 

２．確定給付制度（簡便法を適用した制度を除く）

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

退職給付債務の期首残高 2,662百万円 2,820百万円

会計方針の変更による累積的影響額 － △831

会計方針の変更を反映した期首残高 2,662 1,988

勤務費用 170 180

利息費用 34 23

数理計算上の差異の発生額 38 86

退職給付の支払額 △86 △144

その他 － 4

退職給付債務の期末残高 2,820 2,139

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

年金資産の期首残高 1,701百万円 2,077百万円

期待運用収益 34 41

数理計算上の差異の発生額 199 223

事業主からの拠出額 227 226

退職給付の支払額 △84 △133

年金資産の期末残高 2,077 2,435

 

(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 2,820百万円 2,139百万円

年金資産 △2,077 △2,435

 742 △296

非積立型制度の退職給付債務 － －

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 742 △296

   

退職給付に係る負債 742 －

退職給付に係る資産 － △296

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 742 △296

 

(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

勤務費用 170百万円 180百万円

利息費用 34 23

期待運用収益 △34 △41

数理計算上の差異の費用処理額 75 57

過去勤務費用の費用処理額 △30 △30

その他 － 0

確定給付制度に係る退職給付費用 215 190
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(5）退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

過去勤務費用 －百万円 △30百万円

数理計算上の差異 － 195

合　計 － 164

 

(6）退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

未認識過去勤務費用 △122百万円 △91百万円

未認識数理計算上の差異 298 103

合　計 176 11

 

(7）年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

債券 45.8％ 53.0％

株式 51.3 43.4

現金及び預金 2.9 3.6

その他 － －

合　計 100.0 100.0

 

②　長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(8）数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

割引率 1.30％ 1.04％

長期期待運用収益率 2.00 2.00

予想昇給率 4.90 4.90

 

３．簡便法を適用した確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 200百万円 212百万円

退職給付費用 27 37

退職給付の支払額 △14 △7

退職給付に係る負債の期末残高 212 242
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(2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 －百万円 －百万円

年金資産 － －

 － －

非積立型制度の退職給付債務 212 242

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 212 242

   

退職給付に係る負債 212 242

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 212 242

 

(3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用　前連結会計年度27百万円　当連結会計年度37百万円

 

４．確定拠出制度

連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度15百万円、当連結会計年度21百万円であります。

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）  
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

繰延税金資産    

税務上の繰越欠損金 572百万円  683百万円

賞与引当金 219  204

たな卸資産 40  99

固定資産減損損失 304  326

退職給付に係る負債 340  80

役員退職慰労引当金 47  －

未払役員退職慰労金 －  23

未払事業税及び事業所税 8  8

貸倒引当金 6  2

外国税額控除 25  71

未払金否認 17  244

その他 180  227

繰延税金資産小計 1,763  1,971

評価性引当額 △956  △1,382

繰延税金資産合計 807  589

繰延税金負債    

退職給付に係る資産 －  △86

減価償却費 △19  △12

その他有価証券評価差額金 △207  △249

その他 △73  △131

繰延税金負債合計 △300  △480

繰延税金資産（負債）の純額 506  108

（注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれて

おります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）  
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 295百万円  323百万円

固定資産－繰延税金資産 211  95

固定負債－繰延税金負債 －  310

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）  
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

法定実効税率 －％  35.6％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 －  1.9

在外子会社からの受取配当金に係る源泉税 －  2.7

住民税均等割 －  1.8

連結子会社との税率差異 －  △23.9

在外子会社留保利益 －  5.6

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 －  2.1

評価性引当額 －  22.3

その他 －  1.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 －  49.4

（注）前連結会計年度については、税金等調整前当期純損失を計上しているため記載を省略しております。
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第９号)及び「地方税法等の一部を改正する法律」(平成27年

法律第２号)が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引下

げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は

従来の35.59％から平成27年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については、33.02％

に、平成28年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.22％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が3百万円、法人税等調整額が23

百万円、その他有価証券評価差額金が26百万円、退職給付に係る調整累計額が0百万円、それぞれ増加しておりま

す。

 

（資産除去債務関係）

資産除去債務の総額に重要性が乏しいことから、注記を省略しております。

（賃貸等不動産関係）

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいことから、注記を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源配分

の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、「自動車機器事業」、「電子機器事業」の２つの事業を基本に組織が構成されており、各事業本部は、国

内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社は、「自動車機器事業」、「電子機器事業」の２つを報告セグメントとしております。

「自動車機器事業」は、ガソリンエンジン用点火コイル、ミッションスイッチ、回転センサー、車載用制御基板等

を製造・販売しております。

「電子機器事業」は、ファンヒーター用、エアコン用、給湯器用等の電子制御機器、電子着火装置及びパワーコン

ディショナ等を製造・販売しております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント 調整額

（注１、２、３）

連結財務諸表

計上額 自動車機器事業 電子機器事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 36,567 14,460 51,027 - 51,027

セグメント間の内部売

上高及び振替高
- - - - -

計 36,567 14,460 51,027 - 51,027

セグメント利益 1,940 820 2,761 (1,474) 1,287

セグメント資産 20,629 7,107 27,736 3,003 30,740

その他の項目      

減価償却費 1,525 276 1,802 108 1,911

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額
2,278 187 2,465 170 2,635

（注）１．セグメント利益調整額1,474百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用1,474百万円であり

ます。なお、全社費用は、各報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント資産調整額3,003百万円の主なものは、当社での余資運用資産（現金及び有価証券）及び管

理部門に係る資産等であります。

３．減価償却費調整額108百万円、有形固定資産及び無形固定資産の増加額調整額170百万円の主なものは、

いずれも管理部門に係る資産等であります。

４．減価償却費並びに有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用と同費用に係る償却費が

含まれております。

５．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント 調整額

（注１、２、３）

連結財務諸表

計上額 自動車機器事業 電子機器事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 41,901 15,335 57,237 - 57,237

セグメント間の内部売

上高及び振替高
- - - - -

計 41,901 15,335 57,237 - 57,237

セグメント利益 2,603 902 3,506 (1,841) 1,664

セグメント資産 23,804 7,498 31,302 2,782 34,085

その他の項目      

減価償却費 1,682 275 1,958 121 2,079

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額
1,204 69 1,274 455 1,729

（注）１．セグメント利益調整額1,841百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用1,841百万円であり

ます。なお、全社費用は、各報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント資産調整額2,782百万円の主なものは、当社での余資運用資産（現金及び有価証券）及び管

理部門に係る資産等であります。

３．減価償却費調整額121百万円、有形固定資産及び無形固定資産の増加額調整額455百万円の主なものは、

いずれも管理部門に係る資産等であります。

４．減価償却費並びに有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用と同費用に係る償却費が

含まれております。

５．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

報告セグメントと同一区分のため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本 北米 欧州 アジア 合計

24,862 13,124 4,248 8,792 51,027

（注）地域は、地理的近接度により区分しております。

(2）有形固定資産

（単位：百万円）

日本 北米 欧州 アジア 合計

5,194 1,989 601 3,791 11,577

（注）地域は、地理的近接度により区分しております。

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント

Ford Motor Company 8,005 自動車機器事業

ダイキン工業株式会社 5,522 電子機器事業

スズキ株式会社 5,078 自動車機器事業

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

報告セグメントと同一区分のため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本 北米 欧州 アジア 合計

24,471 15,417 4,871 12,477 57,237

（注）地域は、地理的近接度により区分しております。

(2）有形固定資産

（単位：百万円）

日本 北米 欧州 アジア 合計

5,216 1,534 487 3,899 11,137

（注）地域は、地理的近接度により区分しております。

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント

Ford Motor Company 9,165 自動車機器事業

ダイキン工業株式会社 6,006 電子機器事業

スズキ株式会社 5,846 自動車機器事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

（単位：百万円）

 自動車機器事業 電子機器事業 合計

減損損失 10 - 10

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

（単位：百万円）

 自動車機器事業 電子機器事業 合計

減損損失 63 - 63

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

 

連結財務諸表提出会社の非連結子会社

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地
資本金又

は出資金

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％）

関連当事

者との関

係

取引の内

容

取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）

非連結
子会社

Diamond
Electric
Asia
Pacific
Co.,Ltd.
（タイ）

タイ王国
バンコク

222,250
千タイ
バーツ

自動車
機器事業

（所有）
直接
99.9

役員の兼任
出資の引受

出資の引受
（注）

814
関係会社
株式 814

（注）Diamond Electric Asia Pacific Co.,Ltd.（タイ）の出資の引受は、会社設立のために行ったものであり

ます。

（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

１株当たり純資産額 754円36銭 947円01銭

１株当たり当期純利益金額又は１株当

たり当期純損失金額（△）
△122円55銭 50円13銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

 

48円26銭
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　（注）　１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算

定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

(1) 1株当たり当期純利益金額又は当

期純損失金額（△）（百万円）
  

当期純利益金額又は当期純損失金額

（△）（百万円）
△1,105 558

普通株主に帰属しない金額（百万円） － 106

普通株式に係る当期純利益金額又は普

通株式に係る当期純損失金額（△）

（百万円）

△1,105 451

普通株式の期中平均株式数（株） 9,016,648 9,012,234

(2)潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額
  

当期純利益調整額（百万円） － 106

（うち優先配当額（百万円）） － (106)

普通株式増加数　（株） － 2,556,087

（うち優先株式（株）） － (2,556,087)

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金額の算

定に含めなかった潜在株式の概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 3,371 4,714 1.0 －

１年内返済予定の長期借入金 1,366 1,303 1.0 －

１年内返済予定のリース債務 171 182 8.2 －

長期借入金（１年内返済予定のものを除く。） 3,062 2,030 1.0
平成28年４月～

平成32年１月

リース債務（１年内返済予定のものを除く。） 548 500 8.2
平成28年４月～

平成32年２月

その他有利子負債     

長期未払金（１年内返済予定） 308 360 0.1 －

長期未払金（１年超返済予定） 1,234 1,081 0.1
平成28年４月～

平成30年９月

合計 10,063 10,173 － －

　（注）１．平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金、リース債務及びその他有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年

間の返済予定額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 828 638 512 50

リース債務 161 110 153 75

長期未払金 360 360 360 －

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。
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（２）【その他】

①　当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 13,744 28,192 42,854 57,237

税金等調整前四半期（当期）純利益金額

（百万円）
130 905 1,053 1,118

四半期（当期）純利益金額

（百万円）
85 646 673 558

１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円）
9.44 65.82 65.87 50.13

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額又は１株当

たり四半期純損失金額（△）（円）
9.44 56.39 0.04 △15.74

 

②　訴訟

連結貸借対照表関係の注記７に記載のとおりであります。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,592 1,087

受取手形 93 208

電子記録債権 298 253

売掛金 ※２ 4,953 ※２ 5,186

商品及び製品 401 511

仕掛品 240 291

原材料及び貯蔵品 701 749

前渡金 66 -

前払費用 44 66

繰延税金資産 266 252

未収入金 ※２ 840 ※２ 1,301

立替金 ※２ 441 ※２ 817

関係会社短期貸付金 1,002 744

1年内回収予定の関係会社長期貸付金 364 132

1年内回収予定の長期貸付金 4 3

その他 35 37

貸倒引当金 △15 △15

流動資産合計 11,330 11,629

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※１,※４ 835 ※１,※４ 973

構築物 ※４ 12 ※４ 17

機械及び装置 ※１,※４ 1,088 ※１,※４ 936

車両運搬具 0 0

工具、器具及び備品 ※４ 342 ※４ 236

土地 ※１ 1,503 ※１ 1,409

建設仮勘定 155 411

有形固定資産合計 3,937 3,985

無形固定資産   

借地権 5 5

ソフトウエア 279 269

ソフトウエア仮勘定 61 43

無形固定資産合計 346 317

 

EDINET提出書類

ダイヤモンド電機株式会社(E02019)

有価証券報告書

 83/104



 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

投資その他の資産   

投資有価証券 1,192 1,399

関係会社株式 5,293 5,884

関係会社出資金 1,097 1,097

出資金 15 15

関係会社長期貸付金 552 605

従業員に対する長期貸付金 9 6

前払年金費用 - 307

繰延税金資産 125 -

その他 148 169

貸倒引当金 △2 △2

投資その他の資産合計 8,432 9,483

固定資産合計 12,715 13,786

資産合計 24,046 25,415

負債の部   

流動負債   

支払手形 548 638

買掛金 ※２ 4,903 ※２ 4,657

短期借入金 ※１,※５ 2,328 ※１,※５ 3,250

1年内返済予定の長期借入金 ※１,※５ 1,223 ※１,※５ 1,137

リース債務 113 120

未払金 ※２ 2,271 ※２ 2,260

未払法人税等 64 14

未払消費税等 26 -

賞与引当金 524 519

役員退職慰労引当金 134 -

未払費用 107 113

預り金 82 89

その他 27 83

流動負債合計 12,355 12,885

固定負債   

長期借入金 ※１,※５ 2,880 ※１,※５ 1,985

リース債務 232 170

長期未払金 1,234 1,100

退職給付引当金 565 -

繰延税金負債 - 190

資産除去債務 - 109

固定負債合計 4,913 3,556

負債合計 17,269 16,441
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,190 2,190

資本剰余金   

資本準備金 3,882 3,882

その他資本剰余金 - 1,500

資本剰余金合計 3,882 5,382

利益剰余金   

利益準備金 141 141

その他利益剰余金   

別途積立金 1,000 1,000

繰越利益剰余金 △749 △199

利益剰余金合計 391 941

自己株式 △62 △65

株主資本合計 6,401 8,448

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 376 524

繰延ヘッジ損益 △1 -

評価・換算差額等合計 374 524

純資産合計 6,776 8,973

負債純資産合計 24,046 25,415
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

売上高 ※５ 26,874 ※５ 27,395

売上原価 ※５ 21,170 ※５ 21,513

売上総利益 5,704 5,881

販売費及び一般管理費 ※１ 5,606 ※１ 5,809

営業利益 97 72

営業外収益   

受取利息 ※５ 28 ※５ 26

受取配当金 ※５ 456 ※５ 441

為替差益 250 274

作業くず売却益 14 15

その他 ※５ 32 ※５ 29

営業外収益合計 783 787

営業外費用   

支払利息 72 76

支払手数料 62 88

租税公課 12 22

その他 ※５ 11 ※５ 10

営業外費用合計 159 198

経常利益 722 661

特別利益   

固定資産売却益 ※２ 19 ※２ 7

特別利益合計 19 7

特別損失   

固定資産売却損 - ※３ 127

関係会社株式評価損 - 250

固定資産除却損 ※４ 5 ※４ 11

減損損失 10 -

独禁法関連損失 2,027 75

社内システム調査費用 - 20

特別損失合計 2,043 485

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △1,301 183

法人税、住民税及び事業税 86 70

法人税等調整額 △1 △9

法人税等合計 85 61

当期純利益又は当期純損失（△） △1,386 122
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 2,190 3,882 - 3,882 141 1,000 636 1,777

会計方針の変更による累積的
影響額

       -

会計方針の変更を反映した当期
首残高

2,190 3,882 - 3,882 141 1,000 636 1,777

当期変動額         

優先株式の発行         

資本金から剰余金への振替         

準備金から剰余金への振替         

当期純損失（△）       △1,386 △1,386

剰余金の配当         

自己株式の取得         

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

        

当期変動額合計 - - - - - - △1,386 △1,386

当期末残高 2,190 3,882 - 3,882 141 1,000 △749 391

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損
益

評価・換算差
額等合計

当期首残高 △61 7,789 259 1 260 8,050

会計方針の変更による累積的
影響額

 -    -

会計方針の変更を反映した当期
首残高

△61 7,789 259 1 260 8,050

当期変動額       

優先株式の発行       

資本金から剰余金への振替       

準備金から剰余金への振替       

当期純損失（△）  △1,386    △1,386

剰余金の配当       

自己株式の取得 △1 △1    △1

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

  117 △3 113 113

当期変動額合計 △1 △1,387 117 △3 113 △1,273

当期末残高 △62 6,401 376 △1 374 6,776
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当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 2,190 3,882 - 3,882 141 1,000 △749 391

会計方針の変更による累積的
影響額

      535 535

会計方針の変更を反映した当期
首残高

2,190 3,882 - 3,882 141 1,000 △214 926

当期変動額         

優先株式の発行 750 750  1,500     

資本金から剰余金への振替 △750  750 -     

準備金から剰余金への振替  △750 750 -     

当期純利益       122 122

剰余金の配当       △107 △107

自己株式の取得         

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

        

当期変動額合計 - - 1,500 1,500 - - 15 15

当期末残高 2,190 3,882 1,500 5,382 141 1,000 △199 941

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損
益

評価・換算差
額等合計

当期首残高 △62 6,401 376 △1 374 6,776

会計方針の変更による累積的
影響額

 535    535

会計方針の変更を反映した当期
首残高

△62 6,936 376 △1 374 7,311

当期変動額       

優先株式の発行  1,500    1,500

資本金から剰余金への振替  -    -

準備金から剰余金への振替  -    -

当期純利益  122    122

剰余金の配当  △107    △107

自己株式の取得 △3 △3    △3

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

  148 1 150 150

当期変動額合計 △3 1,511 148 1 150 1,662

当期末残高 △65 8,448 524 - 524 8,973
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの…………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

時価のないもの…………移動平均法による原価法

(2）デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ……………時価法

(3）たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品、原材料、仕掛品…総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）

貯蔵品……………………最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　　　5年～47年

機械及び装置並びに車両運搬具　3年～12年

工具、器具及び備品　　　　　　2年～10年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

(3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。なお、当事業年度末における年金資産の額が退職給付債務の額を超過しているため、前払年金費用と

して投資その他の資産に計上しています。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規定に基づく期末要支給額を計上しております。

なお、平成26年６月27日開催の第75期定時株主総会において役員退職慰労金制度の廃止に伴う打切り支給議案

が可決されました。役員退職慰労金制度の廃止に伴う打切り支給は、制度廃止時までの在任期間に応じた退職慰

労金を退任時に支給するものです。
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４．その他財務諸表の作成のための基本となる重要な事項

(1）ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 … 為替予約

ヘッジ対象 … 製品輸出による外貨建売上債権、原材料輸入による外貨建買入債務及び外貨建予定取引

③　ヘッジ方針

「為替リスク管理規定」及び「為替リスク管理規定運用ガイドライン」に基づき、為替相場の変動リスクを

回避するため、実需の範囲内で為替予約取引を行っております。

④　ヘッジ有効性の評価の方法

ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ期間を通じて相場変動の影響を相

殺するものと想定できるため、ヘッジの有効性の評価を省略しております。

(2）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸

表におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(3）消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年5月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及び

「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年3月26日）を当事業年度より適用し、

退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変

更、割引率の決定方法を割引率の決定基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方

法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更し

ております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の

期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を繰越利益剰余金に加減しております。

この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が565百万円減少し、前払年金費用が265百万円、繰越利益剰余金が535

百万円、それぞれ増加しております。また、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微

であります。なお、当事業年度の１株当たり純資産額は59.39円増加しております。１株当たり当期純利益金額に与える

影響は軽微であります。

（表示方法の変更）

（貸借対照表）

前事業年度において、独立掲記しておりました「長期前払費用」は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度

より「投資その他の資産」の「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年

度の財務諸表の組替えを行なっております。

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「投資その他の資産」の「長期前払費用」０百万円、「その他」148

百万円は、「投資その他の資産」の「その他」148百万円として組み替えております。
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（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保に対応する債務

(1）担保に供している有形固定資産

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

建物 661百万円 797百万円

機械及び装置 925 775

土地 1,204 959

計 2,792 2,533

 

上記有形固定資産のうち工場財団抵当に供している資産

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

建物 474百万円 622百万円

機械及び装置 925 775

土地 488 488

計 1,888 1,887

 

(2）担保に対応する債務

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

短期借入金 808百万円 630百万円

長期借入金

（１年内返済予定の長期借入金を含む）
1,144 695

計 1,952 1,325

 

※２　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

短期金銭債権 2,337百万円 3,426百万円

短期金銭債務 1,129 891

 

　３　保証債務

次の関係会社等について、金融機関等からの借入等に対し債務保証を行っております。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

Diamond Electric Mfg. Corporation（米

国）の金融機関からの借入に対する保証
770百万円 1,271百万円

金剛石電機（蘇州）有限公司（中華人民共和

国）の金融機関からの借入に対する保証
332 384

Diamond Electric (Thailand) Co.,Ltd.（タ

イ）のリース取引に対する保証
435 442

PT.Diamond Electric Indonesia（インドネ

シア）のリース取引に対する保証
28 33
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※４　補助金収入による圧縮記帳

国庫補助金等による圧縮記帳累計額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

建物 21百万円 21百万円

構築物 0 0

機械及び装置 83 83

工具、器具及び備品 1 1

 

※５　財務制限条項

(1）取引銀行４行とシンジケーション方式による短期コミットメントライン契約を締結しておりますが、当該契約

には以下の財務制限条項が付されており、これに抵触した場合、借入先の要求に基づき、借入金を一括返済する

ことがあります。

①　各事業年度末日及び第２四半期会計（累計）期間の末日における連結及び単体の損益計算書に記載される営

業損益を損失としないこと。

②　各事業年度末日における連結及び単体の損益計算書に記載される経常損益を損失としないこと。

③　各事業年度末日及び第２四半期連結会計期間の末日における連結及び単体の貸借対照表に記載される純資産

の部の合計金額を、平成26年３月期末日における連結及び単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金

額の75％に相当する金額、又は直前の各事業年度末日及び第２四半期会計期間の末日における連結及び単体の

貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高い方の金額以上に維

持すること。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

コミットメントラインの総額 3,000百万円 3,000百万円

借入実行残高 870 2,220

差引額 2,130 780

 

なお、平成27年３月31日付の契約更新により平成27年４月３日以降、当該契約のコミットメントラインの

総額は2,200百万円に変更となっております。

また、当該契約は以下のとおり、その内容の一部を変更しております。

①　各事業年度末日及び第２四半期会計(累計)期間の末日における連結損益計算書に記載される営業損益を損失

としないこと。

②　各事業年度末日における単体の損益計算書に記載される営業損益を損失としないこと。

③　各事業年度末日における連結及び単体の損益計算書に記載される経常損益を損失としないこと。

④　各事業年度末日及び第２四半期会計期間の末日における連結及び単体の貸借対照表に記載される純資産の部

の合計金額を、平成26年３月期末日における連結及び単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の

75％に相当する金額、又は直前の各事業年度末日及び第２四半期会計期間の末日における連結及び単体の貸借

対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高い方の金額以上に維持す

ること。

(2）取引銀行２行とシンジケーション方式による短期コミットメントライン契約を締結しておりますが、当該契約

には以下の財務制限条項が付されており、これに抵触した場合、借入先の要求に基づき、借入金を一括返済する

ことがあります。

①　各事業年度末日における連結及び単体の損益計算書に記載される営業損益を損失としないこと。

②　各事業年度末日における連結及び単体の損益計算書に記載される経常損益を２期連続して損失としないこ

と。

③　各事業年度末日及び第２四半期会計期間の末日における連結及び単体の貸借対照表に記載される純資産の部

の合計金額を、平成26年３月期末日における連結及び単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の

75％に相当する金額、又は直前の各事業年度末日及び第２四半期会計期間の末日における連結及び単体の貸借

対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高い方の金額以上に維持す

ること。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

コミットメントラインの総額 -百万円 1,300百万円

借入実行残高 - -

差引額 - 1,300

 

(3）取引金融機関とコミット型シンジケートローン契約を締結しておりますが、当該契約には以下の財務制限条項

が付されており、これに抵触した場合、借入先の要求に基づき、借入金を一括返済することがあります。
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①　各事業年度末日における連結及び単体の損益計算書に記載される営業損益を損失としないこと。

②　各事業年度末日における連結及び単体の損益計算書に記載される経常損益を損失としないこと。

③　各事業年度末日における連結及び単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を、直近の事業年度

末日における連結及び単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額以上に維持

すること。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

シンジケートローンの借入実行残高 1,764百万円 1,411百万円

 

(4）取引金融機関と実行可能期間付タームローン契約を締結しておりますが、当該契約には以下の財務制限条項が

付されており、これに抵触した場合、第２四半期会計（累計）期間の末日においては個別借入及び本借入の利率

が変更になり、また、事業年度末日においては借入金を一括返済することがあります。

①　各事業年度末日及び第２四半期会計（累計）期間の末日における連結及び単体の損益計算書に記載される営

業損益を損失としないこと。

②　各事業年度末日及び第２四半期会計（累計）期間の末日における連結及び単体の損益計算書に記載される経

常損益を損失としないこと。

③　各事業年度末日における連結及び単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を前年度決算期の末

日における純資産の部の合計金額の75％以上に維持すること。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

タームローンの借入実行残高 500百万円 400百万円

 

EDINET提出書類

ダイヤモンド電機株式会社(E02019)

有価証券報告書

 93/104



　６　債権流動化による譲渡残高

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

売掛金 755百万円 727百万円

電子記録債権 488 351

 

　７　受取手形割引高

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

受取手形割引高 －百万円 290百万円

 

　　８　訴訟事項等

（前事業年度）（平成26年３月31日）

平成25年７月に米国司法省と締結した司法取引契約に関連して、当社及び当社の米国子会社に対して複数の集団

訴訟が提起されています。なお、訴状には、請求金額の記載はありませんが、当該訴訟の結果として、当社の経営

成績等へ影響を及ぼす可能性があります。

 

（当事業年度）（平成27年３月31日）

平成25年７月に米国司法省と締結した司法取引契約に関連して、当社及び当社の米国子会社に対して複数の集団

訴訟が提起されているほか、一部顧客と損害賠償に関する交渉を行っております。なお、訴状には訴訟金額の記載

はありませんが、当該訴訟の結果として、当社の経営成績等へ影響を及ぼす可能性があります。

 

（損益計算書関係）

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度19％、当事業年度10％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度81％、当事業年度90％であります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

　当事業年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

給与及び手当 713百万円 876百万円

賞与及び賞与引当金繰入額 251 298

役員退職慰労引当金繰入額 43 1

退職給付費用 64 69

減価償却費 112 128

研究開発費 2,337 2,579

 
（表示方法の変更）
前事業年度において、主要な費目として表示しておりました「支払手数料」は、金額的重要性が乏しくなったため、
当事業年度より注記を省略しております。
　なお、前事業年度の「支払手数料」は568百万円であります。
 
※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

機械及び装置 0百万円 4百万円

工具、器具及び備品 18 3

土地 0 -

計 19 7

 

※３　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

土地 -百万円 125百万円

その他 - 2

計 - 127
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※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

建物 0百万円 6百万円

機械及び装置 3 0

車両運搬具 0 0

工具、器具及び備品 0 4

計 5 11

 

※５　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

営業取引による取引高   

売上高 5,275百万円 6,098百万円

仕入高 3,806 3,197

営業取引以外の取引による取引高 474 449

 

（有価証券関係）

前事業年度（平成26年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　関係会社株式　5,293百万円、関係会社出資金　1,097百万円）

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

当事業年度（平成27年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　関係会社株式　5,884百万円、関係会社出資金　1,097百万円）

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成26年３月31日）  
当事業年度

（平成27年３月31日）

繰延税金資産    

税務上の繰越欠損金 －百万円  25百万円

賞与引当金 186  171

外国税額控除 25  71

未払社会保険料 27  28

退職給付引当金 200  －

たな卸資産除却損 4  －

たな卸資産廃棄損 －  11

固定資産減損損失 102  75

役員退職慰労引当金 47  －

未払役員退職慰労金 －  23

関係会社株式評価損 787  793

その他 27  25

繰延税金資産小計 1,409  1,225

評価性引当額 △810  △814

繰延税金資産合計 599  411

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △207  △249

前払年金費用 －  △99

繰延税金負債合計 △207  △348

繰延税金資産の純額 391  62

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 

 
前事業年度

（平成26年３月31日）  
当事業年度

（平成27年３月31日）

法定実効税率 －％  35.6％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 －  4.0

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 －  △3.8

在外子会社からの受取配当金益金不算入額 －  △74.7

在外子会社からの受取配当金に係る源泉税 －  4.3

住民税均等割 －  10.7

外国税額控除 －  3.1

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 －  9.3

評価性引当額 －  43.9

その他 －  1.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 －  33.4

（注）前事業年度については、税引前当期純損失を計上しているため記載を省略しております。

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第９号)及び「地方税法等の一部を改正する法律」(平成27年

法律第２号)が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等

が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来

の35.59％から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については、33.02％に、平成28

年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.22％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が９百万円、法人税等調整額が

17百万円、その他有価証券評価差額金が26百万円、それぞれ増加しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却累計額

有形固定資産 建物 835 233 5 89 973 2,850

 構築物 12 8 0 2 17 104

 機械及び装置 1,088 141 15 277 936 7,352

 車両運搬具 0 - 0 0 0 14

 工具、器具及び備品 342 147 0 251 236 4,624

 土地 1,503 159 253 - 1,409 -

 建設仮勘定 155 816 560 - 411 -

 計 3,937 1,506 837 621 3,985 14,945

無形固定資産 借地権 5 - - - 5 -

 ソフトウェア 279 104 - 115 269 -

 ソフトウェア仮勘定 61 107 125 - 43 -

 計 346 212 125 115 317 -

（注）「減価償却累計額」には減損損失累計額が含まれております。

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 17 - - 17

賞与引当金 524 519 524 519

役員退職慰労引当金 134 1 135 -

（注）１．上記引当金の計上理由及び金額の算定方法については、 重要な会計方針 ３．引当金の計上基準に記載のとお

りであります。

２．役員退職慰労引当金の「当期減少額」は、役員退職慰労金制度の廃止に伴うものであります。

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

訴訟

貸借対照表関係の注記８に記載のとおりであります。

EDINET提出書類

ダイヤモンド電機株式会社(E02019)

有価証券報告書

 98/104



第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 普通株式1,000株　Ａ種優先株式１株

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所

（特別口座）

東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社　証券代行

部

株主名簿管理人
（特別口座）

東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社

取次所 ――――――

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告とする。ただし事故その他やむを得ない事由によって電子公告に

よる公告をする事ができない場合の公告方法は、日本経済新聞に掲載する

方法とする。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次の

とおりです。

http://www.diaelec.co.jp/content/j/kessan

株主に対する特典 該当事項はありません。

　（注）当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

①　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

②　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

③　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

④　単元未満株式と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第75期）（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）平成26年６月30日近畿財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成26年６月30日近畿財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第76期第１四半期）（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）平成26年８月11日近畿財務局長に提出

（第76期第２四半期）（自　平成26年７月１日　至　平成26年９月30日）平成26年11月14日近畿財務局長に提出

（第76期第３四半期）（自　平成26年10月１日　至　平成26年12月31日）平成27年２月12日近畿財務局長に提出

(4）有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

平成26年９月8日近畿財務局長に提出

事業年度（第75期）（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書及び

その確認書であります。

(5）四半期報告書の訂正報告書及び確認書

平成27年２月6日近畿財務局長に提出

第76期第２四半期（自　平成26年７月１日　至　平成26年９月30日）の四半期報告書に係る訂正報告書及びその

確認書であります。

(6)臨時報告書

平成26年７月１日近畿財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。

平成27年３月４日近畿財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

著しい影響を与える事象の発生）に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

 

  平成27年６月26日

ダイヤモンド電機株式会社   
 

 取締役会　御中  

 

 有限責任 あずさ監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 洪　性禎　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 堀内　計尚　印

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるダイヤモンド電機株式会社の平成26年４月1日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ダイ

ヤモンド電機株式会社及び連結子会社の平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

強調事項

会計方針の変更に記載されているとおり、会社は「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５

月17日）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日）を当連結会

計年度より適用している。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ダイヤモンド電機株式会社の

平成27年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、ダイヤモンド電機株式会社が平成27年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 
 
※１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

  平成27年６月26日

ダイヤモンド電機株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任 あずさ監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 洪　性禎　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 堀内　計尚　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いるダイヤモンド電機株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第76期事業年度の財務諸表、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行っ
た。
 
財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに
ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、
当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査
法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務
諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。
また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査意見
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ダイヤモ
ンド電機株式会社の平成27年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。
 

強調事項

会計方針の変更に記載されているとおり、会社は「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５

月17日）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日）を当事業年

度より適用している。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
 
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

 
※１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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